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平 成 ３０年６月５日

秋田市地域福祉推進室

第３次秋田市地域福祉計画の進捗状況について

１ 全体の進捗状況

平成２６年度から５年を進捗期間とした第３次秋田市地域福祉計画につ

いては、平成３０年度が最終年度でありますが、これまでにそれぞれの取

組を鋭意推進してきたところです。

その結果、全９２項目の取組のうち、十分な成果を上げた取組(Ａ)と一

定の成果を上げた取組(Ｂ)の割合の合計が、第２次計画のものを上回って

いるなど、全体的にはおおむね順調に進捗したものと認識しております。

今後は、現計画での実績を評価しながら、市政を取り巻く状況の変化に

対応した次期計画の策定などにより、地域福祉を継続的に推進することと

いたします。

評 第２次地域福祉計画(H21-25年度) 第３次地域福祉計画(H26-30年度)

価 実数 割合(％) 実数 割合(％)

Ａ 24 34.3 29 31.5

Ｂ 44 62.9 62 67.4

Ｃ 2 2.8 1 1.1

計 70 100.0 92 100.0

【評価基準】

等級 評価 例

Ａ 十分な成果を ８割以上の成果を上げた、事業期間中に見直し

上げた を行い現在は十分な成果を上げている、十分な

成果を上げ事業が終了した、など

Ｂ 一定の成果を ４～７割程度の成果を上げた、一部課題や取組

上げた が不十分な事項があり一部見直しを行いながら

事業を進めていく必要がある、など

Ｃ 内容の見直し あまり成果が上がっておらず、廃止を含め、事

が必要 業の抜本的な見直しが必要である、など

資料１－１
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２ 主な取組状況

№ 取組 概要

１ 男女共生社会の推進(1-1-3) 平成２８年度に、男女共同参画に関す

る 国 内 最 大 の 会 議 「 日 本 女 性 会 議

2016」を開催した。

２ 生涯学習(社会参加活動)の H26南部、H27東部、H28中央の各市民サ

推進(1-3-3) ービスセンターオープンに伴い、地域

地域自治活動の支援(2-5-1) づくり活動や子育て支援等の拠点が整

自治活動拠点の整備(2-5-3) 備され、社会参加を促す機会が増加し

地域子育て支援ネットワー た。

ク事業(2-7-2)

３ 高齢者福祉の充実(3-8-1) 平成３０～３２年度を計画期間とする

第９次高齢者プラン（第７期介護保険

事業計画）を策定した。

４ 障がい者福祉の充実(3-8-2) 平成３０～３５年度を計画期間とする

第５次障がい者プランを策定した。

５ 福祉医療費給付事業(3-8-7) 重度心身障がい児（者）、高齢身体障

がい者、乳幼児および小学生、ひとり

親家庭等の児童のほか、平成２８年度

から新たに中学生に対しても医療費を

助成した。

６ 消費者啓発(4-11-6) 平成３０年度に、新たに警察等関係機

関と連携し、見守りネットワークを構

築する。

７ 民間企業等との連携による 高齢者見守り協定により、累計して11

見守り体制構築(4-11-11) 事業者が業務の中で見守り活動を行っ

た。

８ 新庁舎等の新設公共施設の 平成２８年度に新庁舎、２９年度に屋

ユニバーサルデザインの推 根付き障がい者用駐車場や融雪設備の

進(4-12-5) ある歩道を整備した。

９ 障がい者への交通費補助(4- 平成２８年度から新たにタクシー券の

13-6) 同乗者による複数枚利用の緩和を図っ

た。
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３ 今後取り組む主な課題

№ 取組 概要

１ エイジフレンドリ 高齢者自身やその関係者だけでなく、幅広い市

ーシティ構想の推 民層がエイジフレンドリーシティの実現に向け

進(1-1-4) て主体的に関わることができるような意識啓発

が課題である。

２ 地域活動の担い手 担い手育成を進めていくことが必要。

育成の支援(1-2-6)

３ 認知症サポーター 今後、受講が少ない小中学校など若年層や、認

の養成(1-2-7) 知症高齢者と関わる機会の多い企業等での講座

を増やすことが課題である。

４ 老人クラブ活動の リーダーのなり手がいないために、解散するク

活性化(1-3-4) ラブが増えていることが課題である。

５ 地域保健・福祉活 保健福祉活動への補助期間終了後の事業定着

動推進事業(2-6-2) や、自主財源確保等の支援が課題である。

６ 地域ケアの推進(2- 平成３０年度から設置予定の「在宅医療・介護

7-5) 連携センター（仮称）」の機能を充実させてい

く必要がある。

７ 認知症高齢者の地 認知症に対する偏見は、いまだ根強く、さらな

域生活への支援(4- る普及啓発が課題で、認知症対策推進事業の充

11-12) 実、強化を図っていく。
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Ａ評価となった２９取組の一覧（又はＣ評価となった１取組№９のみ）

№ 取組 評価の理由

１ 男女共生社会の推進 日本女性会議2016（平成28年度）1,700人参加

(1-1-3)

２ 生涯学習(社会参加 H26南部ＳＣ、H27東部ＳＣ、H28中央ＳＣオー

活動)の推進(1-3-3) プンに伴い、社会参加を促す機会が増加した。

３ 障がい者の社会参加 自動車運転免許取得費(過去最高8件)および自

の促進(1-3-5) 動車改造費を助成した。

４ 障がい者相談員の設 新たに相談員研修会を開催した。

置(1-3-6)

５ 放課後児童の支援(1 高齢者と児童との世代間交流を図る貴重な取組

-3-7) として、概ね８割以上の成果を上げている。

６ 地域自治活動の支援 H26南部ＳＣ、H27東部ＳＣ、H28中央ＳＣオー

(2-5-1) プンに伴い、地域づくり組織が発足した。

７ 自治活動拠点の整備 H26南部ＳＣ、H27東部ＳＣ、H28中央ＳＣオー

(2-5-3) プンが原因。加えて南部ＳＣ別館も開館予定。

８ 市民憲章推進協議会 H29年度に、新たに市民憲章運動推進第８回東

の活動支援(2-5-4) 北ブロック研修会を開催した。

９ 子ども会活動への支 協議会会員の発意により、全市単位から身近な

援(2-5-6) 町内会単位の活動に重点を置くこととし、子ど

も会育成連絡協議会を解散した。

10 親子のふれあい広場 地域主導の子育て支援活動拠点として、支援を

事業(2-6-3) 続け得ることにより８割以上の成果を上げた。

11 地域子育て支援ネッ H26南部ＳＣ、H27東部ＳＣ、H28中央ＳＣオー

トワーク事業(2-7- プンに伴い、それぞれの地域全体で子育て支援

2) に取り組む体制が整った。

12 地域や関係機関と連 秋田市障がい者総合支援協議会、各部会（相談

携した障がい者支援 支援、就労、児童）での活動により、地域にお

の取組(2-7-3) ける障がい児・者を支えるしくみづくりを８割

以上推進した。

13 学校と地域社会との 新たに一人暮らしの高齢者の訪問等を実施し

連携(2-7-4) た。

14 高齢者福祉の充実(3 H30年度から第９次高齢者プランスタート

-8-1) (8次H27～29)

15 障がい者福祉の充実 H30年度から第５次障がい者プランスタート

(3-8-2) (4次H25～29)

16 地域保健の充実(基 健康作りのための貴重な活動を行い、８割以上

本方向)(3-8-4) の成果を上げた。



№ 取組 Ａ評価の理由

17 福祉医療費給付事業 平成28年度から新たに中学生に対しても医療費

(3-8-7) を助成した。

18 障がい者への相談支 相談件数が毎年増加し、随時対応した。

援事業(3-9-3)

19 子育て家庭等に関す 女性の悩み相談件数が増加し、随時対応した。

る相談支援の充実(3

-9-4)

20 各種相談機関等との 秋田市障がい者総合支援協議会、各部会（相談

連携(3-9-9) 支援、就労、児童）での活動により、地域にお

ける障がい児・者を支えるしくみづくりを８割

以上推進した。

21 高齢者、障がい者、 新たに虐待防止連携協議会を開催した。

児童等への虐待防止

(3-10-3)

22 消費者啓発(4-11-6) 新たに警察等と連携し、見守りネットワークを

構築する予定。ＳＮＳ等を活用し、消費者トラ

ブル最新情報の迅速な発信に努める。

23 交通安全対策(4-11- 高齢者を対象とした交通安全教室で、交通安全

7) 教室受講者の拡大を図った。

24 応急手当の普及、救 継続的な活動で、救命講習会受講者が10万人を

急救命体制の整備(4 超えた。

-11-9)

25 地域防犯の強化(4-1 継続的な活動で、各防犯協会や町内会の活動を

1-10) 支援した。

26 民間企業等との連携 高齢者見守り協定により、累計して11事業者が

による見守り体制構 見守りを行った。

築(4-11-11)

27 新庁舎等の新設公共 H28年度に新庁舎、H29年度に障がい者用駐車場

施設のユニバーサル や融雪歩道を整備した。

デザインの推進(4-1

2-5)

28 高年齢者就業機会確 継続的な活動支援で、高年齢者の就職活動拠点

保事業(4-13-3) を確保することができた。

29 障がい者への交通費 H28年度から新たにタクシー券の同乗者による

補助(4-13-6) 複数枚利用の緩和を図った。

30 高齢者や障がい者の 障がい者グループホームを新規登録した。

住環境の整備(4-13-

11)



- 5 -

平成３０年６月５日

秋田市地域福祉推進室

「第３次秋田市地域福祉計画」重点事業の取組について（平成２９・３０年度分）

第３次秋田市地域福祉計画に掲げている重点事業

重点事業１ 孤立化を防ぐ支え合いの地域づくり

重点事業２ 災害に備えた支え合いの地域づくり

重点事業３ 担い手の連携による地域コミュニティ活動の活性化

重点事業１ 「孤立化を防ぐ支え合いの地域づくり」の取組

事業計画

平成２７年度 ①孤立予防ネットワークの確立

～ ②民間事業者との連携（協定締結など）

平成３０年度 ③地区ワークショップの開催（随時）

《２９年度の取組内容》

･･･①

孤立予防ネットワーク
（重層的な見守り体制）

町内会

福祉協力員

近隣住民
民生委員

など
地域サロン
など

ひとり暮らし
高齢者

見守り相談
支援

社会
参加

人と
の関
わり

見守り 民間

事業者

民間サービス

行政

関係機関

公的サービス

相談
支援

協
議
体
に
参
加

新たに１事業者と協定締結

コーディネーターを中心に、住民主体のワー
クショップ等を実施し、課題等について住民間
で共有を図った。

８地区(H28年度4,H29年度4)

において、生活支援コーディ

ネーターおよび協議体を設置

新たなサロン活動等を創出

･･･②

･･･①③

･･･①

《２９年度の取組内容》

資料１－２
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① 孤立予防ネットワークの確立

新たに４カ所で生活支援コーディネーターを配置するとともに、定期的な情

報共有と連携強化の場として、地区社協、民生委員のほか町内会役員などが参

加する協議体を設置した。

さらに、生活支援コーディネーターを中心に住民主体のワークショップやア

ンケート調査により、関係者との情報共有、地域資源の発掘を行ったほか、昼

食サロンの設置など新たな地域資源の創出につながった。

このほか、実情に応じて地域の見守りに取り組むほか、市内３警察署の「高

齢者さがしてネットワーク」と連携し、見守りのネットワークをつくる取り組

みが行われている。

② 民間事業者との連携

・民間事業者との間で高齢者等の見守り協定を締結した （１者）。

③ 地区ワークショップの開催（随時）

・①の取組による住民主体のワークショップをはじめ、民生児童委員協議会の

研修会や会議のほか 「災害に備えた支え合いの地域づくり」のための地区、

説明会などに参加し、地区ごとの課題および実情の把握に努めた。

《３０年度の取組予定》

① 孤立予防ネットワークの確立

・引き続き、市、市社協をはじめ関係機関の孤立予防に資する取組を進めなが

ら、関係機関の連携を図る。

② 民間事業者との連携

・民間事業者とは見守り協定を締結し、見守り主体（見守りをする人）の増加

を図り、より重層的な見守り体制をめざす。

③ 地区ワークショップの開催（随時）

・随時、ワークショップを開催する。
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重点事業２ 「災害に備えた支え合いの地域づくり」の取組

事業計画

平成２８年度 ①全市域における避難支援体制整備（個別避難支援プラン作

～ 成等）

平成３０年度 ②要援護者の避難生活支援体制の整備

《２９年度の取組内容》

① 全市域における避難支援体制整備（個別避難支援プラン作成等）

・寺内小、旭北、泉、中通、築山、大住地区等で 「避難支援対象者名簿」に、

登録した要援護者の避難支援プランを作成した。

○個別避難支援プラン作成数：1,022町内会中101町内会 593人分作成

「 」 「 」 、 、・ 避難支援対象者名簿 と 要援護者把握用リスト を更新し 町内会長等

自主防災組織隊長、民生委員に配布した。

、 「 （ ）」・また 県警察および市社会福祉協議会に 避難支援対象者名簿 関係機関用

を配布した。

・７つの市民サービスセンターが主体となり、地区ごとに地域福祉推進関係者

連絡会を開催（７～11月）し 「災害に備えた支え合いの地域づくり」の進、

行状況、先進事例の紹介を行った。

② 要援護者の避難生活支援体制の整備

・災害時の支援体制を円滑に行うため、総合防災訓練において、民生委員の協

力のもと、福祉避難所を活用した訓練を実施した。

・福祉避難所の人材の確保に関する協定締結に向けて、関係機関との協議を開

始した。

・災害時の要援護者の避難生活支援体制を確認するため、市（福祉保健部）で

図上訓練を実施した。

《３０年度の取組予定》

① 全市域における避難支援体制整備（個別避難支援プラン作成等）

・昨年度に引き続き、各市民サービスセンターが主体となり、地域での避難支

援体制整備のため、地域の実情に合わせた支援に取り組む。

・築山地区などで、個別避難支援プランを作成する予定。

支援対象 連合町内会・地区振興会、地区社協、地区民児協などの関係団体

支援内容 要援護者の避難支援プランの内容説明やモデル地区の取組紹介な

どにより、避難支援の取組説明

・地域福祉推進関係者連絡会等開催後、具体的取組を行う地区・町内会に職員

を派遣 「避難支援対象者名簿 活用の手引き」により、個別避難支援プラ。

ン作成などの取組を支援する。
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・地区においては、避難支援対象者名簿を活用して以下の取組を行う。

①町内会、自主防災組織、民生委員や関係団体などで取組体制を協議

②要援護者まで情報伝達するための緊急連絡網の作成

③要援護者の住宅や避難場所等を記載した福祉災害マップの作成

④緊急連絡網や福祉災害マップを用いて、情報伝達や避難訓練等を実施

⑤町内会役員と民生委員が協力して、個別避難支援プランの作成

＜参考＞

○避難支援対象者数・同意率 （単位：人 H30.4.27現在）

区分 他 合計
要 独居 他 身体 知的 特定 小児 精神

介護 高齢 高齢 障 障 疾患 慢性 障

対象者 9,069 8,579 6,549 3,082 439 1,731 19 337 54 29,859

同意者 4,639 6,292 4,351 1,102 225 243 1 29 39 16,921

同意率(％) 51.1 73.3 66.4 35.7 51.2 14.0 5.2 8.8 72.2 56.6

※施設入所・長期入院を除く。なお 「要介護」と「他高齢 （日中独居等）に登録され、、 」

日中独居のみで同意した場合も「要介護」の同意として計算する。

② 要援護者の避難生活支援体制の整備

・新たに福祉避難所として利用可能な施設を精査し、関係団体等との協定締結

および福祉避難所指定を進める。
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重点事業３ 「担い手の連携による地域コミュニティ活動の活性化」の取組

事業計画

平成２８年度 ①地域福祉推進のための地域コミュニティ活動活性化策の推進

～ ②地域福祉推進関係者連絡会の開催

平成３０年度 ③地域活動座談会の開催

《２９年度の取組内容》

① 地域福祉推進のための地域コミュニティ活動活性化策の推進

・平成２８年度にとりまとめた活性化策を推進した。

② 地域福祉推進関係者連絡会の開催

・平成２８年度に引き続き、７つの市民サービスセンターごとに地域福祉推

進関係者連絡会を開催（７～11月）し 「災害に備えた支え合いの地域づ、

くり」の進行状況、今後の取組の報告および先進事例の紹介を行った。

③ 地域活動座談会の開催

・平成２８年度に引き続き、７つの市民サービスセンターごとに地域活動座

談会を開催し（11～３月 、担い手の育成を図った。）

○目 的 町内会・自治会等地域活動に取り組む住民同士が交流し、情

報交換ができる場を提供し、将来の地域活動の担い手育成に

つなげる。

○対 象 者 新任の町内会長など、地域活動に関心のある地域住民

○テ ー マ 町内会組織の担い手と活動について

地域づくり交付金を活用した事例紹介 など

《３０年度の取組予定》

① 地域福祉推進のための地域コミュニティ活動活性化策の推進

・引き続き、活性化策を推進し、拡充を図る。

※従前からの取組を引き続き実施するほか、近年、新規事業が多い傾向である

ことから、それらを実施して、活性化につながる仕組みづくりを行う。

② 地域福祉推進関係者連絡会の開催

・引き続き、各市民サービスセンターごとに開催し、より住民の身近な地域

で重点事業の取組周知と「災害に備えた支え合いの地域づくり」の先進事

例の紹介などを行い、地域住民の理解を促し、地域における重点事業の取

組推進を図る。

③ 地域活動座談会の開催

・引き続き、各市民サービスセンターごとに開催し、より住民の身近な地域

で地域福祉活動の実践事例の紹介などを行い、地域住民の理解を促し、担

い手の育成を図る。

資料１－２
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資料１－２
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平成３０年６月５日

秋田市地域福祉推進室

「第３次秋田市地域福祉計画」重点事業の取組について

重点事業１ 孤立化を防ぐ支え合いの地域づくり

(1) 目 標

孤立（死）予防につながる孤立予防ネットワークの確立をめざします。

(2) 事業計画

年度 項 目 取組状況

26 孤立予防ネットワ 同会議については、行政、関係機関、民間事業者等

ーク会議（仮称） の連携を図るため設立予定としていたが、既設の会

～

30 の設立・確立 議等を活用して連携する形でネットワークを確立す

ることとし、設立を見送った。

26 民間事業者との連 期間中、民間の１１事業者との間で、高齢者等の見

携 協定締結など 守り協定を締結した。

～

（ ）

30

26 地区ワークショッ 民生児童委員協議会の研修会や会議 「災害に備え、

プの開催（随時） た支え合いの地域づくり」のための地区説明会など

～

30 に毎年参加し、地区ごとの課題および実情の把握に

努めた。

重点事業２ 災害に備えた支え合いの地域づくり

(1) 目 標

災害時に要援護者が無事に避難でき、また、安心な避難生活を送ることがで

きるような、避難支援体制づくりをめざします。

資料１－３
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資料１－３

(2) 事業計画

年度 項 目 取組状況

26 「災害時要援護者 平成２２年度に策定した「災害時要援護者の避難支

の避難支援プラン 援プラン」を、国の制度改正や東日本大震災後の取」

の改定 組を踏まえて改定した。

27 モデル地区・町内 プラン改定に伴い、避難支援対象者名簿の提供先が

会での避難支援体 拡充することについて、全要援護者を対象に再同意

制整備（個別避難 確認を実施した。

支援プラン作成等 モデル地区(大住)を中心に、改定後のプランに基づ）

き、地域での要援護者ごとの支援者設定や、個別避

難支援プランの作成等、具体的な体制を整備した。

国の制度改正、秋田市災害対策基本条例の制定、避

難プランの改定等の事項を盛り込むため、システム

を改修した。

28 全地域における避 「避難支援対象者名簿 「要援護者把握用リスト」」

難支援体制整備 個 を毎年度更新し、町内会長、自主防災組織代表者、

～

（

30 別避難支援プラン 地区の担当民生員に配布した。

作成等） 各市民サービスセンターへの権限移譲により、地域

の実情に合わせたきめ細かい支援体制を整備した。

モデル地区となった大住地区等をはじめ、町内会等

で「避難支援対象者名簿」に登録した要援護者の避

難支援プランを作成した。

○個別避難支援プラン作成実績

15町内会、延べ 134人（H26年3月時点）

↓

106町内会、延べ1,084人（H30年3月時点）

26 要援護者の避難生 福祉避難所開設・運営マニュアル【施設用】を作成

活体制の整備 し、各施設に配布するとともに、備蓄、人材確保に

～

30 福祉避難所におけ 関する取り組みを進めた。

る体制整備（運営 ○協定書締結実績（H30年3月時点）

マニュアル等 、 81施設（高齢者施設63、障がい者施設14、特別支援）

備蓄・人材の確保 学校4 、31法人等（社会福祉法人25、医療法人2、）

（協定締結等） 特別支援学校4）
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重点事業３ 担い手の連携による地域コミュニティ活動の活性化

(1) 目 標

地域福祉推進のための地域コミュニティ活動の活性化をめざします。

(2) 事業計画

年度 項 目 取組状況

26 地域福祉推進関係 地域福祉推進関係者連絡会を開催し 「災害に備え、

者連絡会の開催・ た支え合いの地域づくり」の進行状況や今後の取組

～

30 地域福祉活動等の の報告、先進地区事例発表を行うとともに、意見聴

意見聴取 取した。

また、平成２８年度から各市民サービスセンターご

との開催とすることで、より住民の身近な地域での

重点事業の取組周知を図った。

27 地域福祉推進のた 活動活性化策をとりまとめ、各団体への情報の共有

めの地域コミュニ や、団体間との連携を図る機会を提供した。

ティ活動活性化策

のとりまとめ

28 地域活動推進のた とりまとめた各活性化策を推進し、拡充を図った。

めの地域コミュニ

～

30 ティ活動活性化策

の推進

26 地域活動座談会の 町内会等地域活動に取り組む住民同士が交流する地

開催 域活動座談会を、毎年開催した。
～

30 また、平成２８年度から各市民サービスセンターご

との開催とすることで、より住民の身近な地域の事

例を紹介した。

資料１－３



資料１－４第３次秋田市地域福祉計画取組状況（平成２６年度～平成３０年度）

取組番号 ページ Ａ Ｂ Ｃ 計

１ 福祉意識の向上 1-1-1　～　1-1-5 1～2 1 4 0 5

２ 担い手の育成 1-2-1　～　1-2-7 3～5 0 7 0 7

３ 高齢者や障がい者などの社会参加 1-3-1　～　1-3-8 5～8 4 4 0 8

４ 住民同士の交流 2-4-1　～　2-4-3 9～10 0 3 0 3

５ 地域コミュニティ活動の推進 2-5-1　～　2-5-6 10～12 3 2 1 6

６ 地域福祉活動の推進 2-6-1　～　2-6-6 12～14 1 5 0 6

７ 担い手の連携による取組の推進 2-7-1　～　2-7-5 14～16 3 2 0 5

８ 福祉保健サービスの提供 3-8-1　～　3-8-8 16～19 4 4 0 8

９ 情報の提供と相談体制の充実  3-9-1  ～  3-9-10 19～23 3 7 0 10

10 社会的包摂とサービス利用の支援 3-10-1  ～  3-10-5 24～26 1 4 0 5

11 安全安心に暮らせるまちづくり  4-11-1  ～  4-11-13 26～32 5 8 0 13

12
バリアフリーとユニバーサルデザイ
ンの推進

4-12-1  ～  4-12-5 32～34 1 4 0 5

13 自立生活の支援  4-13-1  ～  4-13-11 35～38 3 8 0 11

計 29 62 1 92

基本目標 施策

地域福祉を担う人
づくり

担い手の連携によ
る支え合いの地域
づくり

利用者にあった福
祉サービスと相談
支援のしくみづく
り

だれもが暮らしや
すい福祉のまちづ
くり

１

２

３

４



第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

学校や地域の実情に応じ
て、障がい者や高齢者、幼
児等との交流や体験的な活
動を取り入れた小・中学生
の福祉教育の一層の充実
に努めます。

（障がい者）1-4-2地域での
交流の機会の確保等

（エイジ）4-5 領域IV 教育・
文化基盤

家族や地
域の絆づ
くりの推
進
(1-1-2)

絆を大切にする気運の醸成
に向けた施策、事業を展開
することにより、人と人との
つながりを深め、家族・地域
の絆づくりの一層の浸透を
図り、市民活動の実践に結
びつけていくよう努めます。

（エイジ）4-5 領域IV 教育・
文化基盤

男女共生
社会の推
進
(1-1-3)

「男女共生社会」についての
意識が、これまで以上に市
民の日常生活に広く浸透
し、実際の行動に現れるよう
意識啓発および実践的取組
みを進め、男女共生社会か
ら市民共生社会へとつなが
るよう努めます。

（エイジ）4-5 領域IV 教育・
文化基盤
(障がい者）1-4-2地域での
交流の機会の確保
(子ども）4-1 ワーク・ライフ・
バランスの推進

Ａ

学校訪問指導等を通して、障がいの
有無や年齢差に関わらず、共に助け
合い、共に生きる社会のあり方を考
える学習の推進を奨励しました。
各校では、アイマスクや車いすなど
を使用した高齢者および障がい者の
疑似体験、点字や手話の学習、地域
の社会福祉施設でのボランティア活
動のほか、幼稚園や保育園および特
別支援学級や特別支援学校との交流
や共同学習等に取り組みました。

学校訪問指導等を通して、障がいの
有無や年齢差に関わらず、共に助け
合い、共に生きる社会のあり方を考
える学習の推進を奨励します。
各校では、高齢者および障がい者の
疑似体験や、社会福祉施設でのボラ
ンティア活動のほか、幼稚園や保育
園および特別支援学級や特別支援学
校との交流や共同学習等に取り組む
予定です。

学校訪問指導等を通して、障がいの
有無や年齢差に関わらず、共に助け
合い、共に生きる社会のあり方を考
える学習の推進を奨励しました。
各校では、祖父母を招待しての学校
行事や、アイマスク、車いすなどを
使用した高齢者および障がい者の疑
似体験、地域の社会福祉施設でのボ
ランティア活動のほか、幼稚園や保
育園および特別支援学級や特別支援
学校との交流や共同学習等に取り組
みました。

Ｂ

戸島小学校など１６校で、「絆の学
習」を開催し、家族や地域の絆づく
りの大切さについて意識の浸透を図
ります。
また、「絆映画上映会」や「絆のコ
ンサート」の開催、さらに各種イベ
ントにおいて周知を図ることによ
り、絆づくりの大切さをＰＲし、広
く市民の意識醸成に取り組みます。

前
回

 

Ｂ

Ｂ

Ｂ

評
価

Ｂ

平成２６～３０年度の取組状況まとめ

男女共同参画に関する国内最大の会
議である「日本女性会議２０１６秋
田」のほか、市民協働による「男女
共生フォーラム」を日本女性会議２
０１６秋田の関連イベントとして開
催しました。また、ネットワーク
ニュース等による情報発信や出張講
座、街頭啓発活動も行い、男女共生
意識の浸透を図りました。

各小学校で、「絆の学習」を開催
し、家族や地域の絆づくりの大切さ
について意識の浸透を図りました。
また、「絆映画上映会」や「絆のコ
ンサート」の開催、さらに街頭啓発
活動の継続した実施により絆づくり
の大切さをＰＲし、広く市民の意識
醸成に取り組みました。

福祉教育
の推進
(1-1-1)

平成２９年度の取組状況

学
校
教
育
課

牛島小学校など１２校で、「絆の学
習」を開催し、家族や地域の絆づく
りの大切さについて意識の浸透を図
りました。
また、「絆映画上映会」や「絆のコ
ンサート」の開催、さらに街頭啓発
活動の継続した実施により絆づくり
の大切さをＰＲし、広く市民の意識
醸成に取り組みました。

平成３０年度の取組予定取組
所
管

日本女性会議の成果等を反映した
「第５次男女共生社会への市民行動
計画」を策定したほか、「女性の活
躍推進シンポジウム」および「ス
テップアップセミナー」を開催し、
仕事と家庭生活の両立および個性や
能力を発揮できる環境づくりを一層
推進しました。また、男女共生講座
や出張講座を開催するとともにネッ
トワークニュース等による情報発信
や街頭啓発活動を行い、男女共生意
識の浸透を図りました。

パネル巡回展等により「第５次男女
共生社会への市民行動計画」を周知
するほか、「女性の活躍推進シンポ
ジウム」「ウーマンワーク・ラボ」
を開催し、仕事と家庭生活の両立お
よび個性や能力を発揮できる環境づ
くりを一層推進します。また、各種
講座の開催やネットワークニュース
等による情報発信、他団体との連携
による啓発活動を行い、男女共生意
識の一層の浸透を図ります。

生
活
総
務
課

生
活
総
務
課

1／39



第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

秋田市エイジフレンドリーシ
ティ行動計画に基づき、高齢
者にやさしい都市の確立を
目指すため、出張出前講座
や広報による情報発信など
様々な方法により、市民へ
の意識啓発を行います。

(エイジ）計画全般

(高齢者）4-1-(2) エイジフレ
ンドリーシティの推進

リーフレット等の配布や各地
区の地域福祉を推進する団
体の長を集めた連絡会の開
催や地区ごとのワークショッ
プ、説明会を開催するなどし
て、地域福祉の理念の普及
啓発や地域福祉活動の実
践事例の紹介により地域福
祉活動の促進を図ります。

(障がい者）2-2-4 孤立死防
止への対応強化、5-4-2 災
害時の避難支援体制の整
備など

市民の意識啓発や市民活動のリー
ダー育成のため、エイジフレンド
リーシティカレッジとして、セミ
ナーを開催するほか、秋田市エイジ
フレンドリーシティ通信の全戸配布
やFacebook等ＳＮＳを活用し、広く
情報発信を行います。また、エイジ
フレンドリーのさらなる推進を図る
ため、シンボルマークをデザインし
たエイジフレンドリー竿燈やうちわ
を作成し、普及啓発を行うほか、高
齢者の身近な楽しみと外出の機会を
増やすことを目的としてシニア映画
祭を開催します。

Ｈ２８年度から、各市民サービスセ
ンターごとに、地域福祉推進関係者
連絡会、地域活動座談会を開催し、
より住民の身近な地域で、重点事業
の取組の周知と地域福祉活動の実践
事例の紹介などにより地域住民の理
解を促し、地域福祉活動の促進を図
りました。

引き続き、各市民サービスセンター
ごとに、地域福祉推進関係者連絡
会、地域活動座談会を開催し、重点
事業の取組の周知と地域福祉活動の
実践事例の紹介などにより地域住民
の理解を促し、地域福祉活動の促進
を図ります。

-

Ｂ

Ｂ

Ｂ

市民の意識啓発や市民活動のリー
ダー育成のため、セミナーを開催し
たほか、各種情報媒体を活用した普
及啓発を行いました。また、高齢者
の身近な楽しみと外出の機会を増や
すことを目的としてシニア映画祭を
開催しました。高齢者自身やその関
係者だけでなく、幅広い市民層がエ
イジフレンドリーシティの実現に向
けて主体的に関わることができるよ
うな意識啓発が課題です。

各市民サービスセンターごとに、地
域福祉推進関係者連絡会、地域活動
座談会を開催し、重点事業の取組の
周知と地域福祉活動の実践事例の紹
介などにより地域住民の理解を促
し、地域福祉活動の促進を図りまし
た。

地域福
祉・地域
福祉活動
のＰＲ
(1-1-5)

地
域
福
祉
推
進
室

エイジフ
レンドリー
シティ構
想の推進
(1-1-4)

市民の意識啓発や市民活動のリー
ダー育成のため、エイジフレンド
リーシティカレッジとして、リレー
セミナーを開催したほか、広く情報
発信するため、秋田市エイジフレン
ドリーシティ通信の全戸配布を行い
ました。また、エイジフレンドリー
のさらなる推進を図るため、シンボ
ルマークを活用したうちわや竿燈用
提灯を作成したほか、高齢者の身近
な楽しみと外出の機会を増やすこと
を目的としてシニア映画祭を開催し
ました。

長
寿
福
祉
課
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

民生委員・児童委員が地域
社会において住民の立場に
立ち、行政や関係機関との
橋渡しや地域団体との連携
を進めながら活動できるよ
う、民生委員・児童委員の研
修や民生児童委員協議会
に対する活動支援を継続し
て行います。

(障がい者）3-2-4 孤立死防
止への対応強化、5-3-1 災
害対策の推進、5-3-2 災害
時の避難支援体制の整備
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
地域ボランティアとして秋田
市社会福祉協議会が町内
会単位での設置を地区社会
福祉協議会に呼び掛けてい
る福祉協力員の活動を促進
します。

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

地域保健推進員が地域の
実情に応じて開催する健康
教室等に保健師や栄養士、
歯科衛生士を派遣し、市民
の自主的な健康づくり活動
を支援します。

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
(健康あきた）計画全般

地域保健
推進員活
動の推進
(1-2-3)

保
健
予
防
課

民生委
員・児童
委員活動
の推進
(1-2-1)

地
域
福
祉
推
進
室

福祉協力
員活動の
促進
(1-2-2)

地
域
福
祉
推
進
室

市内各地区に設置されている地域保
健推進員が、健診の周知や健康教育
の開催など、自主的な地域の健康づ
くり活動に取り組んでおり、保健師
や栄養士、歯科衛生士等を派遣し、
その活動を支援しました。また、活
動事業補助金を交付し、活動の促進
を図りました。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

民生委員が取り組む活動の参考とな
るよう、時宜を得たテーマで民生委
員・児童委員合同研修会を秋田市民
生児童委員協議会と共催で開催しま
した。また、地区民生児童委員協議
会が東西南北中央の各ブロックでブ
ロック研修会を開催するにあたり、
市は開催経費の補助や講師派遣等に
より、民生委員・児童委員活動を支
援しました。今後も民生委員・児童
委員が住民の立場に立って地域活動
の複雑化に対応しながら活動できる
ように、活動支援を継続して行って
いきます。

市はふれあいのまちづくり事業を秋
田市社会福祉協議会に委託し、福祉
協力員活動の促進を図りました。
市社会福祉協議会では、地域福祉活
動の推進のため、町内会単位の福祉
協力員の設置を推進し、各地区の福
祉協力員が見守りの必要な世帯への
声かけや福祉情報の提供等を行って
います。

民生委員が取り組む活動の参考にな
るよう「子どもたちの笑顔のため
に」というテーマで乳児院に入所し
ている子どもたちの入所経緯や生活
の様子について秋田赤十字乳児院里
親支援専門相談員を講師に招き、秋
田市民生児童委員協議会との共催で
民生委員・児童委員合同研修会を開
催したほか、市内各ブロックにおい
て、地区民生児童委員協議会が行う
ブロック研修会の開催経費を補助
し、民生委員・児童委員活動を支援
しました。

引き続き民生委員が取り組む活動の
参考となるよう、時宜を得たテーマ
で民生委員・児童委員合同研修会を
秋田市民生児童委員協議会と共催で
開催します。また、地区民生児童委
員協議会が東西南北中央の各ブロッ
クでブロック研修会を開催するにあ
たり、市は開催経費の補助や講師派
遣等により、民生委員・児童委員活
動を支援します。

秋田市社会福祉協議会が、福祉協力
員の設置及び研修会を開催し、福祉
協力員の活動促進に努めました。そ
の結果、３５地区、１，１７９人の
福祉協力員が、見守りの必要な世帯
への声かけや福祉情報の提供等を
行っております。

秋田市社会福祉協議会が、福祉協力
員の設置及び研修会を開催し、福祉
協力員の活動促進に努めます。

地域保健推進員は、市内42地区に
1,438人が配属され、自主的な地域の
健康づくり活動に取り組んでおりま
す。活動への支援として、保健師や
栄養士、歯科衛生士等を派遣し、そ
の活動を支援しました。また、活動
事業補助金を交付し、活動の促進を
図りました。

市内各地区に設置されている地域保
健推進員が、健診の周知や健康教育
の開催など、自主的な地域の健康づ
くり活動に取り組んでおり、保健師
や栄養士、歯科衛生士等を派遣する
ほか、研修会を開催します。また、
推進員活動に対して補助金を交付
し、活動の促進を図ります。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

秋田市社会福祉協議会が
運営している秋田市ボラン
ティアセンターにおいて、相
談、援助、登録、紹介のほ
か、講座等を開催し、福祉ボ
ランティアへの市民理解を
促進するとともに、学生や高
齢者など誰でもボランティア
活動に参加できる機会の充
実を図ります。また、冬期間
の除雪ボランティアの促進
や災害時のボランティア活
動の体制づくりを行います。

(障がい者）3-4-5 ボランティ
アの活動支援体制の整備
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
市民の主体的な活動の場と
しての「市民交流サロン」
に、市民活動アドバイザーを
配置して、相談業務や情報
提供、市民活動の啓発・支
援事業などを展開し、市民
活動への参加機会の拡充を
図ります。

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

福祉ボラ
ンティア
活動の促
進
(1-2-4)

地
域
福
祉
推
進
室

市民活動
の促進
(1-2-5)

中
央
市
民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

市民活動に関する相談件数は減少し
ていますが、打合せ場所としての利
用件数や市民活動フェスタへの参加
団体申込数は増加傾向にあります。
今後も、市民活動が促進されるよう
支援していきます。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

秋田市社会福祉協議会へ委託してい
るボランティアセンターにおいて、
福祉ボランティアの登録・紹介・調
整・相談のほか、ボランティア養成
講座、ボランティア活動の啓発・広
報活動等を行いました。また、除雪
ボランティアや東日本大震災の被災
地に向かうボランティアが加入する
ボランティア保険料を助成し、市民
へボランティア活動の支援を行いま
した。

秋田市社会福祉協議会へ委託してい
るボランティアセンターにおいて、
福祉ボランティアの登録・紹介・調
整・相談のほか、ボランティア養成
講座、ボランティア活動の啓発・広
報活動等を行います。また、冬期は
除雪ボランティア活動の啓発、広報
活動を行います。

市民活動アドバイザーが市民活動に
関する様々な相談等に対応したほ
か、ＮＰＯやボランティアの活動や
スキルアップを支援するための講座
を６回開催しました。また、市民活
動の発表の場である市民活動フェス
タを実施しました。

・引き続き、市民活動に関する相談
に対応します。
・引き続き、ＮＰＯやボランティア
の活動やスキルアップを支援するた
めの講座を開催します。
・引き続き、市民活動の発表の場で
ある市民活動フェスタを実施しま
す。

秋田市社会福祉協議会へ委託してい
るボランティアセンターにおいて、
福祉ボランティアの登録・紹介・調
整・相談のほか、ボランティア養成
講座、ボランティア活動の啓発・広
報活動等を行いました。また、冬期
は除雪ボランティア活動の啓発、広
報活動を行いました。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

町内会・自治会等地域活動
に取り組む住民同士が交流
し、情報交換できる場を提供
し、地域活動の担い手育成
を支援します。また、地域活
動の新たな担い手確保のた
め、町内会役員未経験者な
どへの研修参加の働きかけ
や新たな担い手育成支援策
を検討します。

(エイジ）8-4-1 支え合いの
地域づくり
地域や職場において、養成
講座を開催することで、認知
症を理解し、認知症の人や
家族を見守り・支援する認知
症サポーターの養成に努め
ます。

(高齢者）4-4-(2) 認知症高
齢者への支援
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
元気な高齢者がボランティ
ア活動を行うことにより、本
人の健康増進や介護予防、
社会参加や地域貢献を通じ
た生きがいづくりを促進しま
す。

(高齢者）4-5-(2) 介護予防
の推進
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

地域活動
の担い手
育成の支
援
(1-2-6)

地
域
福
祉
推
進
室
等

Ｂ

-

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

町内会や地域活動に取り組む住民同
士が情報交換できる場を提供し、将
来の地域活動の担い手育成につなげ
ることを目的とした地域活動座談会
を、より住民に身近な各市民サービ
スセンターにおいて開催しました。
さらに担い手育成を進めていくこと
が必要です。

認知症サポーター養成講座を開催
し、認知症サポーターの養成を行
い、正しい知識の理解普及に努めま
した。
今後、受講が少ない小中学校など若
年層や、認知症高齢者と関わる機会
の多い企業等での講座を開催を増や
すことが課題です。

ボランティア活動をするかたに対す
る登録講習会を実施しました。ボラ
ンティア活動の場を介護保険施設を
はじめ、放課後児童クラブや市立図
書館、児童館・児童センターなど受
入施設を順次拡大してきました。今
後も制度の周知やPR活動を充実させ
ていきます。

認知症サポーター養成講座を秋田市
役所内の部署や企業、学校、警察な
どで合計１０６回開催しました。認
知症サポーターが２，８７３人増加
し、総サポーター数は１９，５９５
人となりました。

認知症サポーター養成講座を秋田市
役所内の部署や企業、学校、警察な
どで開催し、認知症サポーターを
３，４００人、総サポーター数を２
２，９９５人とする見込みです。

ボランティア活動をするかたに対す
る登録講習会の実施等をはじめ、広
報やホームページ、介護保険証送付
の際にチラシを同封し、制度の周知
に努めました。また、受入施設に児
童館および児童センターを加えると
ともに、介護保険施設や放課後児童
クラブの受入施設数も増やすこと
で、ボランティア登録者の活動の場
を広げました。

ボランティア活動をするかたに対す
る登録講習会の実施等をはじめ、広
報やホームページ等で制度の周知に
努めます。
また、受入施設数の増加を図ること
で、ボランティア登録者の活動の場
を広げます。

認知症サ
ポーター
の養成
(1-2-7) 長

寿
福
祉
課

介護支援
ボランティ
アの推進
(1-3-1) 長

寿
福
祉
課

町内会や地域活動に取り組む住民同
士が情報交換できる場を提供し、将
来の地域活動の担い手育成につなげ
ることを目的とした地域活動座談会
を、より住民に身近な各市民サービ
スセンターにおいて開催しました。

町内会や地域活動に取り組む住民同
士が情報交換できる場を提供し、将
来の地域活動の担い手育成につなげ
ることを目的とした地域活動座談会
を、より住民に身近な各市民サービ
スセンターにおいて開催します。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

地域の中高年者が傾聴ボラ
ンティアとして支え合う仕組
みを作り、高齢者の孤立防
止・自殺予防を図るととも
に、ボランティアとしての高
齢者自身の介護予防、生き
がいづくり・地域貢献を図り
ます。

(健康あきた）(３)こころの健
康づくり
(高齢者）4-6-(2) 社会参加
の推進
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
生きがいのある豊かな人生
を過ごすことができるよう、
地域課題に対応した学習機
会を拡充するとともに、住民
同士の交流を促進し、市民
の学習効果を地域社会の活
性化につなげていくよう、社
会参加活動を推進します。

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
老人クラブが自主的に行う
社会奉仕活動や地域交流
活動等の取組みを支援しま
す。

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

地域の中高年者が傾聴ボランティア
として高齢者を支え合う仕組みを作
るため、中高年者を対象として、傾
聴ボランティア養成講座（標準講
座）やスキルアップ講座（応用講
座）を開催しました。
今後も広報での周知や、講座内容の
検討により、受講者数の増加を図っ
ていきます。

市民サービスセンター等において、
社会参加を促す講座や教室を実施
し、「学び」の機会を提供しまし
た。
今後はより一層、高齢者をとりまく
現代的課題と学習者のニーズに対応
した講座の展開に努めていきます。

市老人クラブ連合会のリーダ研修会
や、高齢者が多く集まるイベントに
職員が出向き、リーフレットの配布
やホームページなどで、老人クラブ
の加入促進に努めました。
リーダーのなり手がないために、解
散するクラブが増えているのが課題
です。

公民館や市民サービスセンターにお
いて、社会参加を促す講座や教室を
実施し、「学び」の機会を提供しま
した。

市民サービスセンター等において、
社会参加を促す講座や教室を実施
し、「学び」の機会を提供します。

高齢者が多く集まるイベントに職員
が出向き、リーフレットの配布や
ホームページなどで、老人クラブの
加入促進に努めました。

高齢者が多く集まるイベントに職員
が出向き、リーフレットの配布や
ホームページなどで、老人クラブの
加入促進に努めます。

傾聴ボラ
ンティア
養成事業
の推進
(1-3-2)

長
寿
福
祉
課

生涯学習
（社会参
加活動）
の推進
(1-3-3)

生
涯
学
習
室

長
寿
福
祉
課

老人クラ
ブ活動の
活性化
(1-3-4)

地域の中高年者が傾聴ボランティア
として高齢者を支え合う仕組みを作
るため、中高年者を対象として、傾
聴ボランティア養成講座（標準講
座）、傾聴ボランティアスキルアッ
プ講座（応用講座）を各１回開催し
ました。

地域の中高年者が傾聴ボランティア
として高齢者を支え合う仕組みを作
るため、中高年者を対象として、傾
聴ボランティア養成講座（標準講
座）を２回開催します。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

障がい者の自立と社会参加
を図るため、障がい者団体
自らが行う事業の自主的な
運営を支援します。また、市
民活動団体が企画する、障
がいのある方の社会参加や
交流を促進する取組を支援
します。

引き続き、障がい者団体への助成を
継続します。また、障がい者の社会
参加を促進するための支援を行いま
す。

(障がい者）4-2-2 就労の場
の確保など
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
障がい者やその保護者を相
談員に委嘱し、地域におい
て、同じ境遇の障がい者や
保護者からの相談に応じ
て、必要な指導・助言を行う
ことができる体制づくりを進
めます。また、相談員の研
修会を実施し、相談員の資
質向上に努めます。

(障がい者）3-1-2 多様化・
複雑化する相談支援への体
制整備

-

-

Ａ

Ａ

障がい者の自立と社会参加を図り、
障害者団体自ら行う事業の運営を支
援し、また市民活動団体が企画す
る、障がいのある方の社会参加や交
流を促進する取組を支援しました。
平成３０年度以降も引き続き障がい
者団体への助成を継続します。ま
た、障がい者の社会参加を促進する
ための支援を行います。

相談員の委嘱および研修会の開催等
を適切な時期に実施し、相談環境を
整備することで、障がい者の福祉の
増進に寄与しました。平成３０年度
以降も相談員が障がい者の相談に適
切に対応できるように、必要な指
導・助言を行います。

障がい者
の社会参
加の促進
(1-3-5) 障

が
い
福
祉
課

障がい者
相談員の
設置
(1-3-6)

障
が
い
福
祉
課

秋田市身体障害者協会および秋田市
手をつなぐ育成会が実施する事業活
動に対して、補助金を交付し、障が
い者スポーツ大会等を支援しまし
た。また、自動車運転免許取得費お
よび自動車改造費を助成しました。

身体障害者相談員３３名、知的障害
者相談員７名を委嘱し、同じ境遇の
障がい者等からの相談に応じまし
た。
また、障がい者をとりまく現状や障
がい福祉サービスの理解を深めるた
めに、相談員研修会を１回実施しま
した。

引き続き、身体障害者相談員３３
名、知的障害者相談員７名により、
同じ境遇の障がい者等からの相談に
応じるとともに、相談員研修会を実
施します。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

放課後の子どもたちの安
全・安心な居場所を確保し、
体験・交流・学習活動の機
会を子どもたちへ提供してい
く中で、児童育成クラブを通
じて、高齢者等のボランティ
アの受入を図ります（放課後
子どもプラン推進事業）。

(子ども）1-2 地域における
子育て支援の充実、1-3 放
課後児童対策の充実、3-2
家庭や地域の教育力の向
上、6-3 障がい児等に対す
る支援の充実

(障がい者) 3-2-1障がい児
の早期発見および支援の充
実(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
ファミリー・サポート・セン
ターは、地域において子育
ての援助を行いたい人(協力
会員)および援助を受けたい
人(利用会員)を組織化し、市
民相互の援助活動を行うこ
とにより、働きながら安心し
て子育てができるような環境
づくりにと、地域における子
育て機能の充実を図りま
す。

(子ども）1-2 地域における
子育て支援の充実
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

子育て家庭など、市民に広く周知す
るため、保育所・幼稚園、市民サー
ビスセンター、コミュニティセン
ター、秋田市ボランティアセンター
等の施設や関係機関にちらしを設置
しました。また、利用会員講習会、
協力会員講習会を開催し、会員の充
足に努めました。

-

-

Ａ

Ｂ

　放課後の子どもたちの安全・安心
な居場所とし、体験・交流・学習活
動の機会を子どもたちへ提供する児
童館等において、児童育成クラブ会
員が、行事の手伝いや子どもたちの
活動の見守り等を実施し、児童育成
クラブの高齢者の会員は、伝承遊び
や読み聞かせ等のボランティア活動
を行いました。子

ど
も
育
成
課

放課後児
童の支援
(1-3-7)

３８児童館等において、延べ２，０
６１回、６，１４１人の児童育成ク
ラブ会員が、行事の手伝いや子ども
たちの活動の見守り等を実施し、児
童育成クラブの高齢者の会員は、伝
承遊びや読み聞かせ等のボランティ
ア活動を行いました。

　放課後の子どもたちの安全・安心
な居場所とし、体験・交流・学習活
動の機会を子どもたちへ提供する児
童館等において、児童育成クラブを
通じて高齢者等のボランティアの受
入を図ります。

子育て家庭など、市民に広く周知す
るため、保育所・幼稚園、市民サー
ビスセンター、コミュニティセン
ター、秋田市ボランティアセンター
等の施設や関係機関にちらしを設置
しました。また、利用会員講習会を
年４５回、協力会員講習会を年３回
開催し、会員の充足に努めました。
その結果、会員は２,８７１人とな
り、活動件数は２,４０５件となりま
した。

事業周知や会員講習会等事業を見直
し、会員数および活動件数の増加を
図っていきます。

ファミ
リー･サ
ポート･セ
ンターの
運営
(1-3-8)

子
ど
も
未
来
セ
ン
タ
ー

8／39



第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

子どもが高齢者とふれあう
機会となる事業を引き続き
実施し、高齢者の人生経験
と豊富な知識等を社会に還
元するとともに、地域社会の
連帯意識の高揚を図りま
す。

(子ども）3-2 家庭や地域の
教育力の向上
(エイジ）4-5 領域IV 教育・文
化基盤
各種イベント・スポーツ教室
の開催や学校体育施設の
開放などにより、気軽にス
ポーツに参加できる機会の
拡充と地域のスポーツ活動
の場所の提供を行い、ス
ポーツを通じた健康な心と
体づくり、地域の連帯感の
醸成や地域住民の交流機
会の創出に努めます。

(健康あきた）(2) 身体活動

(障がい者）4-3-1 障がい者
のスポーツ活動への支援強
化
(エイジ）4-5 領域IV 教育・文
化基盤

市民サービスセンターにおいて、子
どもが高齢者とふれあう機会となる
事業を実施し、高齢者が持つ経験や
知識を、次世代を担う子どもに引き
継ぐための「学び」の機会を提供し
ました。
今後はより一層、事業の内容や周知
方法を工夫し、参加者増に努めてい
きます。

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

平成27年度に実施した「スポーツ振
興に関する市民意識調査」の結果を
もとに、本市スポーツを取り巻く環
境の変化や国の動向を見据え、市民
ニーズに対応した各種スポーツ教室
やイベントを開催しました。
また、地域住民が主体的にスポーツ
に取り組めるよう、生涯スポーツ社
会の基盤となる身近な地域でスポー
ツを楽しむことができる環境を整え
ました。
市民一人ひとりのライフステージに
おいて、健康や生きがいづくりに取
り組めるよう、運動やスポーツへの
関心と習慣化を喚起する必要があり
ます。

公民館等
における
世代間交
流事業の
推進
(2-4-1)

生
涯
学
習
室

市民ス
ポーツの
振興
(2-4-2)

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課

公民館や市民サービスセンターにお
いて、子どもが高齢者とふれあう機
会となる事業を実施し、高齢者が持
つ経験や知識を、次世代を担う子ど
もに引き継ぐための「学び」の機会
を提供しました。

市民サービスセンターにおいて、子
どもが高齢者とふれあう機会となる
事業を実施し、高齢者が持つ経験や
知識を、次世代を担う子どもに引き
継ぐための「学び」の機会を提供し
ます。

平成２９年度からスタートした第３
次秋田市スポーツ振興マスタープラ
ンに基づき、子どもから高齢者まで
誰でも気軽に参加できるスポーツ教
室や各種イベントを開催するなど、
生涯にわたりスポーツに親しむこと
ができる環境づくりに努めました。
また、学校体育施設の開放事業の利
用促進を図るため、ニュースポーツ
教室や交流大会等を開催し、地域住
民の交流機会を創出することによ
り、地域の連帯感や活力の醸成に努
めました。

第３次秋田市スポーツ振興マスター
プランに基づき、誰でも気軽に参加
できる各種スポーツ教室やイベント
を開催するなど、生涯にわたりス
ポーツに親しむことができる環境づ
くりに努めます。
また、学校体育施設の開放事業を通
じて、地域住民の交流機会を創出す
ることにより、地域の連帯感や活力
の醸成に努めます。
さらに、障がい児者スポーツ活動の
入口を担う指導員を養成するため、
初級障がい者スポーツ指導員養成講
習会の受講料を負担します。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

市内３カ所（八橋・飯島・大
森山）にある老人いこいの家
や、雄和ふれあいプラザに
おいて、いきいきサロンを開
催し、高齢者の生きがいづく
りや市民同士の交流機会の
充実を図ります。

(高齢者）4-6-(1) 生きがい
づくりと健康づくりの支援
(健康あきた）(2) 身体活動
地域の個性や特色を活かし
た魅力ある地域づくりを展開
するため、地域づくり組織の
結成を支援します。また、町
内会活動の活性化を図るた
め、活動費等の助成や集会
所整備の支援を継続しま
す。

(子ども）5-1 子どもの安全
確保

地域課題の解決や個性ある
地域づくりを進めるため、地
域づくり交付金による財政
的支援を行うほか、コミセン
等で支援・相談窓口を開設
して、町内会など地域団体
の活動を支援します。

(エイジ）4-5 領域IV 教育・文
化基盤

Ｂ

Ａ

-

Ａ

Ｂ

Ｂ

市内３カ所（八橋・飯島・大森山）
の老人いこいの家と、雄和ふれあい
プラザにおいて、いきいきサロンを
開催しました。
また、チラシを窓口に設置する等事
業のＰＲに努めました。

（生活総務課）
・町内会に対し、活動助成金を交付
しました。
・地域自治活動の拠点施設となる集
会所の建設等に対する補助等の支援
を行いました。

（中央市民サービスセンター）
各市民サービスセンターにおいて、
地域づくり組織の運営や地域づくり
活動に努めるとともに、地域自治活
動の拠点施設となる集会所の建設等
に対する補助を行いました。
今後はさらに制度の周知をしながら
支援を行います。

　交付金の申請件数が減少した年も
ありますが、各年度の実績を考慮し
て翌年度の予算額を増減しており、
今まで交付額の対予算割合は常に７
割を超え安定しています。今後も先
駆的な事業や取り組みやすい事業を
紹介しながら制度の周知を図り、地
域団体の活動を支援します。

（生活総務課）
・町内会に対し、活動助成金を交付
しました。
・地域自治活動の拠点施設となる集
会所の建設等に対する補助等の支援
を行いました。

（中央市民サービスセンター）
・各市民サービスセンターにおい
て、地域づくり組織の運営や地域づ
くり活動を支援しました。
・地域自治活動の拠点施設となる集
会所の建設等に対する補助等の支援
を行いました。

地域コ
ミュニティ
活動への
支援
(2-5-2)

中
央
市
民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

いきいき
サロン事
業の推進
(2-4-3) 長

寿
福
祉
課

地域自治
活動の支
援
(2-5-1)

生
活
総
務
課

、
中
央
市
民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

（生活総務課）
・町内会に対し、活動助成金を交付
します。
・地域自治活動の拠点施設となる集
会所の建設等に対する補助等の支援
を行います。

（中央市民サービスセンター）
・引き続き、各市民サービスセン
ターにおいて、地域づくり組織の運
営や地域づくり活動を支援します。
・引き続き、地域自治活動の拠点施
設となる集会所の建設等に対する補
助等の支援を行います。

地域の課題解決や地域力向上などに
取り組む活動を支援するために地域
づくり交付金により財政的支援を行
いました。また、各コミセン等で支
援・相談窓口を開設し、町内会など
地域団体の活動を支援しました。

地域の課題解決や地域力向上などに
取り組む活動を支援するために地域
づくり交付金により財政的支援を行
います。また、各コミセン等で支
援・相談窓口を開設し、町内会など
地域団体の活動を支援します。

市内３カ所（八橋・飯島・大森山）
の老人いこいの家と、雄和ふれあい
プラザにおいて、いきいきサロンを
開催しました。参加した高齢者の延
べ人数は、１，２５１人でした。

市内３カ所（八橋・飯島・大森山）
の老人いこいの家と、雄和ふれあい
プラザにおいて、いきいきサロンを
開催する見込みです。

10／39



第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

地域自治活動の拠点となる
コミュニティセンター等の整
備・充実に努めます。老朽化
した施設については、地域
住民が安心して利用できる
よう、施設の耐震化計画に
併せた大規模改修を計画的
に進めます。また、市民の自
主的な活動をより推進しや
すい環境を整えるため、市
民サービスセンターに、各種
ＯＡ機器などを配置した地域
活動室を設置します。

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

市民憲章
推進協議
会の活動
支援
(2-5-4)

明るく住みよいまちづくりを
推進するため、市民が自主
的に取り組む市民憲章推進
協議会の活動を支援しま
す。

中
央
市
民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

明るく住みよいまちづくりを推進す
る市民憲章推進協議会に対し、事業
費補助金を交付するなど支援を行い
ました。また、児童生徒作品コン
クールの開催のほか、あいさつ運動
等の事業を支援しました。

明るく住みよいまちづくりを推進す
る市民憲章推進協議会に対し、事業
費補助金を交付するなど支援を行い
ます。また、児童生徒作品コンクー
ルの開催のほか、あいさつ運動等の
事業を支援します。

児童生徒作品コンクールの開催のほ
か、あいさつ運動等の事業を毎年度
継続しており、平成２９年度には市
民憲章運動推進第８回東北ブロック
研修会を開催しました。事業費補助
金の交付のほか事務局が活動の支援
を行っています。

ＡＡ

地域愛形
成事業の
推進
(2-5-5)

市民から事業の提案を募集
し、市と協力しながら事業を
実施する仕組みである地域
愛形成事業を推進し、引き
続き市民が自分の住む地域
に愛着を持って、地域の課
題を解決できる機会を拡充
します。

中
央
市
民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

市道の除草や清掃等による維持管理
（７事業）、駅トイレの清掃や防犯
巡回等による維持管理（２事業）の
計９事業を実施しました。

市道の除草や清掃等による維持管理
（８事業）、駅トイレの清掃や防犯
巡回等による維持管理（２事業）の
計10事業を実施します。

市民が自らの地域の課題に取り組み
解決していくことが、浸透してきて
おり、３０年度は１件事業が増えて
おります。
今後も、住民の自治活動への拡充を
行っていきます。

ＢＢ

子ども会世話人組織の活動を
支援し、子ども会相互の交流促
進と、町内会などの地縁団体
等との連携による様々な体験
活動の創出に努め、また、子ど
も会リーダー研修の実施によ
り、子ども会活動の活性化を目
指します。

Ａ

-

Ａ

Ｃ

（生活総務課）
・桜地区および飯島南地区コミュニティ
センターの新築工事に着手しました。
・仁井田地区コミュニティセンター（仮
称）の建設に向けた準備を行いました。
・泉地区および外旭川地区コミュニティ
センターの改修工事を行いました。
・老朽化した金足地域センターを金足
地区コミュニティセンター（仮称）として
整備するための新築工事に着手しまし
た。

（中央市民サービスセンター）
平成３０年度にて、市内７拠点のセン
ターの整備は完了。

（子ども育成課）
優良子ども会や子ども会世話人の業
績を顕彰し、今後の活動を奨励しま
した。
また、秋田市子ども会育成連絡協議
会が主催した、子ども会宿泊体験の
行事に補助金を交付してきました
が、当該連絡協議会が解散したこと
により、補助金交付は行っていませ

自治活動
拠点の整
備
(2-5-3)

生
活
総
務
課

、
中
央
市
民
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

子ども会
活動への
支援
(2-5-6)

子
ど
も
育
成
課

(子ども）3-2 家庭や地域の
教育力の向上

（生活総務課）
・飯島南地区コミュニティセンターの新
築工事に着手しました。
・仁井田地区コミュニティセンター（仮
称）の建設に向けて、建設予定地にある
建物の補償費の算定を行うとともに、地
元関係者等と協議を行いました。
・築後３０年を経過し老朽化した外旭川
地区コミュニティセンターの大規模改修
工事を行いました。

（中央市民サービスセンター）
南部２期整備事業として、牛島別館の
建築工事に着手しました。

（生活総務課）
・飯島南地区コミュニティセンターを開
館します。
・仁井田地区コミュニティセンター（仮
称）の建設にあたり、建設予定地にある
建物の移転補償費を行うとともに、基
本・実施設計や地質調査など建設に向
けた準備を行います。
・老朽化した金足地域センターを金足
地区コミュニティセンター（仮称）として
整備するための新築工事に着手しま
す。

（中央市民サービスセンター）
南部２期整備事業として、南部市民
サービスセンター牛島別館を7月24日に
開所予定。

（子ども育成課）
子ども会１団体の業績を顕彰し、今
後の活動を奨励しました。

（子ども育成課）
優良子ども会や子ども会世話人の業
績を顕彰し、今後の活動を奨励しま
す。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

本計画と秋田市社会福祉協
議会が策定する「地域福祉
活動計画」との連携を図り、
計画に基づいて実施する社
会福祉協議会の取組を支援
することにより地域福祉活
動の推進を図ります。

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

民間団体の行う在宅福祉の
向上、健康づくり等の先導
的な事業を支援し、地域に
おける保健福祉施策の推進
を図ります。

(子ども）4-2 社会全体で子
育て家庭を応援するしくみづ
くりの推進
(健康あきた）(3)こころの健
康づくり
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
民生児童委員協議会、地区
婦人会など各地域の子育て
支援者が開催する「親子の
集い」や母親らが自主的に
開催している「育児サーク
ル」への子育て相談員の派
遣、遊びや育児指導、育児
相談の実施、子育て情報の
提供などにより、地域主導
の子育て支援体制を引き続
き支援します。

(子ども）1-2 地域における
子育て支援の充実

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

社会福祉
協議会の
活動の支
援
(2-6-1)

地
域
福
祉
推
進
室

親子のふ
れあい広
場事業
(2-6-3) 子

ど
も
未
来
セ
ン
タ
ー

により、補助金交付は行っていませ
ん。

秋田市社会福祉協議会が行う各種社
会福祉活動のうち、対象となる事業
に要する経費に対して補助金を交付
しました。また、秋田市社会福祉協
議会が窓口となっている、ボラン
ティア活動保険の保険料の一部また
は全部を負担しました。「地域福祉
活動計画」との一層の連携が課題で
す。

高齢者、障がい者、児童などへの保
健福祉活動を行っている民間団体の
活動を助成するとともに、活動にあ
たっての相談や指導助言を実施し、
地域における保健福祉活動を推進し
ました。補助期間終了後の事業定着
や、自主財源確保等の支援が課題で
す。

民生児童委員協議会や保健推進員
等、各地域の子育て支援者が開催す
る「親子のつどい」や母親らが自主
的に開催している「育児サークル」
にそれぞれ子育て相談員が出向き、
遊びや育児指導や育児相談の実施、
子育て情報の提供等をとおして地域
での子育て支援活動を支援しまし
た。

高齢者、障がい者、児童などへの保
健福祉活動を行っている民間団体の
活動を助成するとともに、活動にあ
たっての相談や指導助言を実施し、
地域における保健福祉活動を推進す
る見込みです。

民生児童委員協議会など、各地域の
子育て支援者が開催する「親子の集
い」に33回、母親らが自主開催して
いる「育児サークル」へ6回、子育て
相談員の派遣、遊びや育児指導、育
児相談の実施、子育て情報の提供な
どを行い、地域主導の子育て支援活
動を支援しました。

　引き続き、地域主導の子育て支援
活動を支援するため「親子の集い」
や「育児サークル」に子育て支援員
や利用者支援相談員を派遣し、より
きめ細やかな育児指導や育児相談、
子育て情報の提供などを行います。

秋田市社会福祉協議会が行う各種社
会福祉活動のうち、対象となる事業
に要する経費に対して補助金を交付
しました。また、秋田市社会福祉協
議会が窓口となっている、ボラン
ティア活動保険の保険料の一部また
は全部を負担しました。

秋田市社会福祉協議会が行う各種社
会福祉活動のうち、対象となる事業
に要する経費に対して補助金を交付
します。また、秋田市社会福祉協議
会が窓口となっている、ボランティ
ア活動保険の保険料の一部または全
部を負担します。

高齢者、障がい者、児童などへの保
健福祉活動を行っている民間団体８
団体の活動を助成するとともに、活
動にあたっての相談や指導助言を実
施し、地域における保健福祉活動を
推進しました。

教育力の向上

地域保
健・福祉
活動推進
事業
(2-6-2)

地
域
福
祉
推
進
室
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

市民活動団体などが行うエ
イジフレンドリーシティの推
進と普及啓発のための活動
を支援し、将来的に市民の
自主的な活動への移行を目
指した、新たなネットワーク
体制の構築へとつなげてい
く。

(高齢者）4-3-(3) 地域活動
の推進

(エイジ）計画全般

地域福祉
推進関係
者連絡会
の開催
(2-6-5)

地域福祉を推進する団体で
ある、連合町内会または地
区振興会、地区社会福祉協
議会、地区民生児童委員協
議会の各地区代表が情報
交換や意見交換ができる場
を設定し、団体間の連携と
取組推進を支援します。

地
域
福
祉
推
進
室

地区の各団体間の連携および取組の
推進のため、各市民サービスセン
ターごとに地域福祉推進関係者連絡
会を開催することにより、各地区代
表による情報や意見の交換ができる
場の設定をより住民の身近な地域で
実施しました。

地区の各団体間の連携および取組の
推進のため、各市民サービスセン
ターごとに地域福祉推進関係者連絡
会を開催することにより、各地区代
表による情報や意見の交換ができる
場の設定をより住民の身近な地域で
実施します。

地区の各団体間の連携および取組の
推進のため、各市民サービスセン
ターごとに地域福祉推進関係者連絡
会を開催することにより、各地区代
表による情報や意見の交換ができる
場の設定をより住民の身近な地域で
実施しました。

Ｂ -

個人情報
の保護と
適切な管
理への理
解促進
(2-6-6)

各地区の町内会や民生委
員、福祉協力員などに、個
人情報保護と管理に関する
説明会や研修などを行い、
地域住民の理解を得て円滑
な地域福祉活動を行うこと
ができるよう支援します。

地
域
福
祉
推
進
室

各市民サービスセンターで開催した
地域福祉推進関係者連絡会や、新任
民生委員・児童委員研修会などで個
人情報保護と管理に関する注意喚起
を行いました。

各市民サービスセンターで開催した
地域福祉推進関係者連絡会や、新任
民生委員・児童委員研修会などで個
人情報保護と管理に関する注意喚起
を行います。

各市民サービスセンターで開催した
地域福祉推進関係者連絡会や、新任
民生委員・児童委員研修会などで個
人情報保護と管理に関する注意喚起
を行いました。 Ｂ -

-Ｂ

秋田市エイジフレンドリーシティ行
動計画の推進に質する活動に取り組
む市民活動団体「エイジフレンド
リーあきた市民の会」の活動に対し
て補助金を交付したほか、高齢者の
コミュニティ活動を創出するため、
世代を超えた交流を促進する市民活
動組織「あきた年の差のフレンズ」
のような活動が広がるよう、仕組み
の拡大を推進しました。
それぞれの市民活動が自立した活動
を継続できるよう、計画的な支援を
行っていく必要があります。

エイジフ
レンドリー
構想に基
づく市民
活動の推
進
(2-6-4) 長

寿
福
祉
課

秋田市エイジフレンドリーシティ行動計
画の推進に質する活動に取り組む市民
活動団体「エイジフレンドリーあきた市
民の会」の活動に対して補助金を交付
したほか、共催事業（エイジフレンドリー
夏祭り）の実施により、エイジフレンド
リーシティの理念が広く市民に認知され
るよう努めました。
また、高齢者のコミュニティ活動を創出
するため、世代を超えた交流を促進す
る市民活動組織「あきた年の差のフレン
ズ」を立ち上げ、年の差のある友人関係
を築くための仕組みづくりについてまと
めたハンドブックを作成したほか、モデ
ル地区等の活動を報告するシンポジウ
ムを開催しました。

秋田市エイジフレンドリーシティ行
動計画の推進に質する活動に取り組
む市民活動団体「エイジフレンド
リーあきた市民の会」の活動に対し
て補助金を交付するほか、共催事業
等の実施により、エイジフレンド
リーシティの理念が広く市民に認知
されるよう努めます。
また、高齢者のコミュニティ活動を
創出するため、世代を超えた交流を
促進する市民活動組織「あきた年の
差のフレンズ」のような活動が広が
るよう、仕組みの拡大を推進しま
す。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

見守りが必要な高齢者や障
がい者等が地域から疎遠に
なることを防ぐため、秋田市
社会福祉協議会が主体とな
り、地区社会福祉協議会や
民生委員、福祉協力員等が
連携しながら行っている見
守りネットワークの強化・充
実を図ります。

(高齢者）4-4-(2) 認知症高
齢者への支援
(障がい者）3-2-4 孤立死防
止への対応強化
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
市内の７地域で子育て支援
者が連携し、地域全体で子
育て支援に取り組む体制を
整え、子育て支援活動を継
続できるよう、情報交換、交
流機会の提供や研修の開
催などにより、地域子育て支
援ネットワークの活動を支援
します。

(子ども)1-2 地域における子
育て支援の充実、4-2 社会
全体で子育て家庭を応援す
るしくみづくりの推進

Ｂ

ＡＡ

Ｂ

高齢者等
の見守り
ネットワー
ク
(2-7-1)

地
域
福
祉
推
進
室

重点事業の取組として、見守りネッ
トワーク事業などひとり暮らし高齢
者等の孤立防止活動強化のため、地
区ワークショップ（話し合いの場）
等開催を呼びかけ、地域内の各種団
体の連携の強化が図られました。ま
た、秋田市社会福祉協議会では、救
急医療情報キット（安心キット）事
業との連携など、見守りネットワー
ク事業の強化と充実を図りました。
市や地域の取組、民間独自の取組と
の連携が課題です。

市内の７地域で子育て支援者が連携
し、地域全体で子育て支援に取り組
む体制を整え、イベントの実施や情
報誌を発行し、各地域にあった支援
活動を実施しました。

中央地域では地域の子育て情報誌を
作成しました。また、市内７地域で
子育て支援者が連携し、これまで同
様、地域全体で子育て支援活動を継
続できるよう、情報交換、交流機会
の提供や研修会の開催などにより、
地域子育て支援ネットワークの活動
を支援しました。

子ども未来センターと各子育て交流
ひろばの連携及び、各地域子育て支
援ネットワーク連絡会の活動支援に
ついて各市民サービスセンターと協
議を行っていきます。

地域子育
て支援
ネットワー
ク事業
(2-7-2) 子

ど
も
未
来
セ
ン
タ
ー

見守りネットワーク事業をはじめと
する、ひとり暮らし高齢者等の孤立
防止活動を強化するための研修会や
地区ワークショップ（話し合いの
場）の開催を呼びかけました。ま
た、秋田市社会福祉協議会では、高
齢者宅を中心とした友愛訪問、救急
医療情報キット（安心キット）事業
との連携など、見守りネットワーク
事業の充実を図りました。

見守りネットワーク事業をはじめと
する、ひとり暮らし高齢者等の孤立
防止活動を強化するための研修会や
地区ワークショップ（話し合いの
場）の開催を呼びかけます。また、
秋田市社会福祉協議会では、高齢者
宅を中心とした友愛訪問、救急医療
情報キット（安心キット）事業との
連携など、見守りネットワーク事業
の充実を図ります。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

障がい児・者にかかる福祉、
医療、教育又は雇用に関す
る関係機関などの関係者で
組織する秋田市障がい者総
合支援協議会では、地域に
おける障がい者への支援体
制についての課題に関する
情報を共有し、協議を行い
ながら、地域における障が
い者を支えるしくみづくりを
推進していきます。また、障
がい者支援に関する具体的
な内容は、下部組織の各部
会において協議を行いま
す。

(障がい者）3-2-2 障害者へ
の支援の充実
小・中学校では、交流活動
や清掃奉仕活動などによ
り、高齢者福祉施設や特別
支援学校と連携を図ります。
また、伝統芸能の継承や農
業体験などにより地域との
交流を図るほか、地域住民
による、子どもの登下校時
の見守り活動やパトロール
活動を通じて、児童生徒の
安全対策における連携を強
化します。

(子ども）5-1 子どもの安全
確保

-

Ａ

Ａ

Ａ

秋田市障がい者総合支援協議会およ
び下部組織の各部会において、課題
に関する情報を共有し、協議を行い
ながら、地域における障がい児・者
を支えるしくみづくりを推進しまし
た。平成３０年度以降も引き続き、
地域における障がい児・者を支援す
る取組を推進します。

児童生徒の互いに認め合い支え合う
心をはぐくむとともに、地域への愛
着と誇りを持てるよう、社会福祉施
設や特別支援学校等と連携した取組
のほか、清掃や除雪等の地域貢献活
動や、一人暮らしの高齢者への訪
問、学習活動における地域人材の積
極的な活用などに努め、郷土芸能を
学んだり、伝統行事に参加したりす
る体験活動の充実を図りました。

地域や関
係機関と
連携した
障がい者
支援の取
組
(2-7-3)

障
が
い
福
祉
課

学校と地
域社会と
の連携
(2-7-4)

学
校
教
育
課

、
学
事
課

秋田市障がい者総合支援協議会を開
催し、地域における障がい者への支
援体制についての課題に関する情報
を共有し、協議を行いました。ま
た、課題の具体的な検討について
は、協議会の下部組織である各部会
（相談支援部会、就労部会、児童部
会）で協議を行いました。

引き続き、秋田市障がい者総合支援
協議会および下部組織の各部会にお
いて、課題に関する情報を共有し、
協議を行いながら、地域における障
がい児・者を支えるしくみづくりを
推進します。

児童生徒の互いに認め合い支え合う
心をはぐくむとともに、地域への愛
着と誇りを持てるよう、社会福祉施
設や特別支援学校等と連携した取組
のほか、清掃や除雪等の地域貢献活
動や、一人暮らしの高齢者への訪
問、学習活動における地域人材の積
極的な活用などに努め、郷土芸能を
学んだり、伝統行事に参加したりす
る体験活動の充実を図りました。

児童生徒の互いに認め合い支え合う
心をはぐくむとともに、地域への愛
着と誇りを持てるよう、社会福祉施
設や特別支援学校等と連携した取組
のほか、地域貢献活動や、学習活動
における地域人材の積極的な活用な
どに努め、郷土芸能を学んだり、伝
統行事に参加したりする体験活動の
充実を図る予定です。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

高齢者が住み慣れた地域や家
庭で安心して生活し続けること
ができるよう、地域の中核機関
として、地域包括支援センター
が医療関係者、介護保険事業
者、民生委員、社会福祉協議
会、ＮＰＯ、ボランティアなどの
関係機関と連携し、高齢者へ
の各種サービスに対する支援
を行います。また、サービス提
供体制の整備などに取り組み
ます。

(高齢者）4-2-(1) 地域包括
ケアの推進

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

高齢者プランに基づき、高
齢者が地域において健康で
安全安心に暮らせるよう、高
齢者の社会参加の促進、在
宅サービスの充実、介護予
防の推進、介護サービスの
基盤整備の推進、介護保険
の適正な運営に取り組みま
す。その中で、介護保険事
業計画を明らかにします。ま
た、要支援者等の在宅高齢
者への多種多様な主体の連
携による日常生活支援を行
うため、その担い手の育成
支援に努めます。

(高齢者）プラン全般

(エイジ）計画全体と整合性

Ｂ

ＢＢ

Ａ

各地域包括支援センターの担当圏域ご
とに開催する地域ケア会議に医師・歯
科医師・薬剤師のほか、リハビリテーショ
ン職や看護職など幅広い職種の参画を
促し、地域の高齢者等の実態や課題等
を共有したり、医療・介護関係者等の顔
の見える関係づくりを推進しました。
また、医療と介護の関係者から成る在
宅医療・介護連携推進協議会におい
て、在宅医療と介護の全市的な連携に
ついての協議を行うほか、関係者向け
の研修会や市民向け講演会の開催な
どを行いました。
今後、「在宅医療・介護連携センター
（仮称）」の機能を充実させていく必要が
あります。

(長寿福祉課)
高齢者生活支援体制整備事業におい
て、第１層・第２層の全域に生活支
援コーディネーターの配置、協議体
の設置を行い、地域の実情に応じた
生活支援の体制づくりを行う基盤を
整備しました。
取組を進めている地区では新たな地
域資源が生まれるなど、一定の成果
を得ることができました。
今後は、生活支援コーディネーター
と協議体を中心とした効果的な事業
推進を行うために、より多くの関係
者が参加するための動機付け、担い
手への適切な補助や支援、他課所室
との効果的な連携が課題となってい
ます。

（介護保険課）
介護保険事業計画に掲げた事業が着
実に実行又は着手されました。

高齢者福
祉の充実
（基本方
向）
(3-8-1)

長
寿
福
祉
課

、
介
護
保
険
課

地域ケア
の推進
(2-7-5)

長
寿
福
祉
課

各地域包括支援センターの担当圏域
ごとに開催する地域ケア会議に医
師・歯科医師・薬剤師のほか、リハ
ビリテーション職や看護職など幅広
い職種の参画を促し、地域の高齢者
等の実態や課題等を共有したり、医
療・介護関係者等の顔の見える関係
づくりを推進しました。
また、医療と介護の関係者からなる
在宅医療・介護連携推進協議会を設
置し、在宅医療と介護の全市的な連
携について協議したほか、「在宅医
療・介護に関する市民講演会」を開
催し、普及啓発を行いました(172人
参加)。

各地域包括支援センターの担当圏域ご
とに開催する地域ケア会議に医師・歯
科医師・薬剤師のほか、リハビリテーショ
ン職や看護職など幅広い職種の参画を
促し、地域の高齢者等の実態や課題等
を共有したり、医療・介護関係者等の顔
の見える関係づくりを推進します。
また、医療と介護の関係者からなる在宅
医療・介護連携推進協議会において、
在宅医療と介護の全市的な連携につい
ての協議を深めるほか、「在宅医療・介
護連携センター（仮称）」を設置し、在宅
医療と介護に関する関係者等からの相
談支援や、関係者向けの研修会、市民
向け講演会の開催などを行います。

(長寿福祉課)
高齢者生活支援体制整備事業におい
て、第１層協議体を３回開催し、関係機
関と第２層における事業の取組の共有
などを行いました。
また第２層において、新たに４カ所の地
域包括支援センター圏域に生活支援
コーディネーターの配置、協議体の設
置を行い、計８圏域でワークショップ、説
明会、アンケート調査等による関係者と
の情報共有・地域資源の発掘を行った
ほか、昼食サロンの設置など、新たな地
域資源の創出を支援しました。
　平成30～32年度を計画期間とする第
９次高齢者プラン（第７期介護保険事業
計画）を策定しました。

（介護保険課）
第８次高齢者プラン（第６期介護保険事
業計画）に掲げた事業を着実に推進
し、介護保険事業の適正な運営に努め
ました。

(長寿福祉課)
高齢者生活支援体制整備事業におい
て、第１層の生活支援コーディネー
ターを配置します。
第２層において、全ての地域包括支
援センター圏域（18カ所）に生活支
援コーディネーターの配置、協議体
の設置を行い、市内各地で地域の実
情に応じた生活支援の体制整備に資
する取組を推進していきます。

（介護保険課）
第９次高齢者プラン（第７期介護保
険事業計画）に掲げた事業を着実に
推進し、介護保険事業の適正な運営
に努めます。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

障がい者プランに基づき、
「誰もが人格と個性を尊重し
相互に支え合う共生社会の
実現」のため、障がい者の
社会参加の促進、保健・医
療・福祉サービス基盤の整
備、地域生活の充実に取り
組みます。

(障がい者）プラン全般
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
次世代育成支援行動計画
に基づき、「子どもたちの歓
声がこだまし、子育てに喜び
と楽しみを実感できる活力あ
ふれるまち」をめざして、子
どもの健やかな育ちの支援
や子どもを安心して生み育
てることができる環境の整備
などに取り組みます。

(子ども）プラン全般

健康あきた市２１に基づき、
市民一人ひとりが安心して
健康に過ごすことができるよ
う、一次予防の推進や健康
づくりのための環境整備等
に取り組みます。

(健康あきた）計画全般
(エイジ）4-5 領域IV 教育・文
化基盤

Ａ

Ａ

ＡＡ

Ａ

Ｂ

第４次障がい者プランに基づき、各
種施策を推進し、障がい者福祉の充
実に努めました。平成３０年度以降
は第５次障がい者プランに基づき、
各種施策を推進します。

平成２７年３月に策定した第二次秋田市
子ども・子育て未来プラン（秋田市子ど
も・子育て支援事業計画）の基本目標
にもとづき、教育・保育、地域の子育て
支援の総合的な提供、妊娠・出産期か
らの切れ目のない支援、次代を担う子ど
も・若者の育成支援の充実、ワーク・ライ
フ・バランスの推進、安全安心な生活環
境の整備、子ども・若者と家庭へのきめ
細やかな支援を行いました。
２９年度中間評価の結果を踏まえ、課題
等を解消し、プランの最終年度である３
１年度に向けて、施策のさらなる充実に
取り組んで行きます。

「広報あきた」やホームページ等に
「第２次健康あきた市２１」に掲げ
た健康づくりの取組例などを掲載し
たほか、「市民健康フォーラム」を
開催し、平成２９年度までの４年間
で延べ925名の市民に参加いただくな
ど健康意識の向上を図りました。

障がい者
福祉の充
実
（基本方
向）
(3-8-2)

障
が
い
福
祉
課

児童福
祉・子育
て支援の
充実
（基本方
向）
(3-8-3)

子
ど
も
総
務
課

地域保健
の充実
（基本方
向）
(3-8-4)

保
健
総
務
課

平成２７年３月に策定した第二次秋田市
子ども・子育て未来プラン（秋田市子ど
も・子育て支援事業計画）の基本目標
にもとづき、教育・保育、地域の子育て
支援の総合的な提供、妊娠・出産期か
らの切れ目のない支援、次代を担う子ど
も・若者の育成支援の充実、ワーク・ライ
フ・バランスの推進、安全安心な生活環
境の整備、子ども・若者と家庭へのきめ
細やかな支援を行いました。
また、計画の中間年度を迎えたことか
ら、プランに掲げる施策の進捗状況や
課題等の点検・見直しを行い、今後の
取組に反映させていくこととしました。

平成２７年３月に策定した第二次秋
田市子ども・子育て未来プラン（秋
田市子ども・子育て支援事業計画）
の基本目標および２９年度中間評価
の結果にもとづき、教育・保育、地
域の子育て支援の総合的な提供、妊
娠・出産期からの切れ目のない支
援、次代を担う子ども・若者の育成
支援の充実、ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進、安全安心な生活環境の
整備、子ども・若者と家庭へのきめ
細やかな支援を行います。

「広報あきた」やホームページ等に
「第２次健康あきた市２１」に掲げ
た健康づくりの取組例などを掲載し
たほか、１０月に「市民健康フォー
ラム」（参加者220名）を開催し市民
の健康意識の向上を図りました。

「広報あきた」やホームページ等に
「第２次健康あきた市２１」に掲げ
た健康づくりの取組例などを掲載す
るほか、１０月に「市民健康フォー
ラム」を開催し市民の健康意識の向
上を図ります。

第４次障がい者プランの取組状況に
ついて、社会福祉審議会障がい者専
門分科会において報告を行ったほ
か、同プランに基づき、各種施策を
推進しました。

第４次障がい者プランの取組状況に
ついて、社会福祉審議会障がい者専
門分科会において報告を行うほか、
第５次障がい者プランに基づき、各
種施策を推進します。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

サービス
の対象と
ならない
課題への
対応
(3-8-5)

公的な福祉サービスの対象
とならないために制度のす
きまにある問題について、イ
ンフォーマルサービス・サ
ポートとの連携を図るととも
に、市として対応が必要と判
断した場合には、適切に対
応します。

地
域
福
祉
推
進
室

、
長
寿
福
祉
課

介護保険外の生活支援サービス、送
迎サービス、お弁当や食品の宅配
サービスなど、公的ではないさまざ
まなサービスに関する情報を集約し
た冊子「高齢者の暮らしに役立つ
サービス」を25,000部発行し、必要
とするかたへ配布したほか、当該情
報を市ホームページで公表しまし
た。

介護保険外の生活支援サービス、送
迎サービス、お弁当や食品の宅配
サービスなど、公的ではないさまざ
まなサービスに関する情報を集約し
た冊子を発行するとともに、当該情
報を市ホームページで公表するなど
情報発信に努めます。

介護保険外の生活支援サービス、送
迎サービス、お弁当や食品の宅配
サービスなど、公的ではないさまざ
まなサービスに関する情報を集約し
た冊子を発行するとともに、当該情
報を市ホームページで公表するなど
情報発信に努めました。今後も情報
発信に努めます。

ＢＢ

生活保護
の適正実
施と自立
支援の促
進
(3-8-6)

国・県との連携強化に努め、
困窮する市民に必要な保護
の適正実施を継続していき
ます。また、自立支援プログ
ラム等を充実させるなどし、
自立支援体制を整えていき
ます。

保
護
第
一
課

、
保
護
第
二
課

関係機関との連携強化に努め、保護の
適正実施を継続して行いました。また、
自立支援プログラム等を継続実施しまし
た。このうち就労支援については、支援
対象者の活動状況や稼働能力の判定
から支援の必要性を検証し、平成２９年
度は新たな支援対象者の増加を図りま
した。併せて、ひきこもり者への支援に
ついては、積極的な声かけなどにより関
係構築に努めた結果、行動の変化や社
会的自立への一歩につなげるなど状況
改善を図りました。

引き続き関係機関との連携強化を継
続し、保護の適正実施を継続しま
す。また、自立支援プログラム等に
よる就労支援については、支援参加
者の更なる増加のほか就労者が社会
に定着できるよう支援するととも
に、ひきこもり者およびひとり親家
庭については、早期からの継続的な
支援を実施します。

関係機関との連携強化に努め、保護
の適正実施を行いました。また、自
立支援プログラムの一環として、専
門員による就労に向けた個別支援や
ひとり親世帯およびひきこもり者へ
の生活支援を継続し、支援体制の充
実を図りました。
今後の課題として、支援が必要な者
に対し、確実に支援を実施していく
ために、更なる体制整備を行ってい
きます。

ＢＢ

国・県の医療保険制度等の
動向を見極めながら、重度
心身障がい児（者）、高齢身
体障がい者、乳幼児および
小学生、ひとり親家庭等の
児童の医療費助成を継続し
て実施します。

(障がい者）3-5-2 医療機関
への受診の支援

-Ａ

（障がい福祉課）
受給者の健康保持と経済負担の軽減を
図るとともに、平成２８年度からは中学生
まで拡充して実施しました。平成３０年
度以降も引き続き医療費を助成し、受
給者の健康保持と経済負担の軽減を図
ります。

（子ども総務課）
乳幼児および小学生、ひとり親家庭等
の児童のほか、平成２８年度からは中学
生に対しても医療費を助成し、受給者
の健康保持と経済負担の軽減を図りま
した。

福祉医療
費給付事
業
(3-8-7)

障
が
い
福
祉
課

、
子
ど
も
総
務
課

（障がい福祉課）
重度心身障がい児（者）、高齢身体障が
い者、乳幼児および小学生、ひとり親家
庭等の児童のほか、平成２８年度から新
たに中学生に対しても医療費を助成し、
受給者の健康保持と経済負担の軽減を
図りました。

（子ども総務課）
乳幼児および小・中学生、ひとり親家庭
等の児童の医療費を助成し、受給者の
健康保持と経済負担の軽減を図りまし
た。

（障がい福祉課）
重度心身障がい児（者）、高齢身体障が
い者、乳幼児および小学生、ひとり親家
庭等の児童のほか、平成２８年度から新
たに中学生に対しても医療費を助成し、
受給者の健康保持と経済負担の軽減を
図ります。

（子ども総務課）
国・県の医療保険制度等の動向を見極
めながら、乳幼児および小・中学生、ひ
とり親家庭等の児童の医療費助成を継
続して実施します。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

サービスや地域生活に関す
る正しい情報を得られるよ
う、「広報あきた」への記事
掲載や冊子（しおり、パンフ
レット等）の作成、関係機関
や市の公共施設で希望者に
配布するなど、情報の提供
に努めます。また、マスメ
ディアやＩＴの活用等により
広く市民に情報提供するほ
か、福祉サービスの情報を
必要としている人が情報を
得やすいよう、アクセシビリ
ティに配慮した情報提供の
実施を検討します。

(障がい者）1-4-1 広報・啓
発活動の推進
(エイジ）4-5 領域IV 教育・文
化基盤

Ｂ

Ａ

指導監査結果について、ホームペー
ジを活用し公表しております。
また、法人および施設の事業運営の
適正化と透明性を図るとともに、利
用者処遇の向上につながる指導監査
等を、社会福祉法人、母子生活支援
施設、保育所等、老人福祉施設、障
がい者施設、救護施設を対象に実施
しました。

Ｂ

Ｂ

障がい者、高齢者情報などの福祉に
関する冊子を発行し、ホームページ
での公開や広報あきたへの記事掲載
など情報提供に努めるとともに関係
機関への配布や窓口等で希望者に配
布し、情報提供に努めました。
また、制度改正のあった介護保険に
ついては、パンフレット「私たちの
介護保険」やポスター等のＰＲ資料
を活用して、改正内容の周知に努め
ました。

法人・事業所等に対する指
導監査等の結果の公表を進
めるとともに、利用者が安心
して、かつ利用者の立場に
立った質の高いサービスを
受けることができるよう、指
導監査等を実施します。

監
査
指
導
室

、
施
設
指
導
室

広報紙、
小冊子等
による情
報の提供
(3-9-1)

福
祉
保
健
部
各
課

社会福祉
法人およ
び事業者
の指導監
査等
(3-8-8)

平成２８年度実施の指導監査結果に
ついて、ホームページを活用し公表
しております。
また、法人および施設の事業運営の
適正化と透明性を図るとともに、利
用者処遇の向上につながる指導監査
等を、平成２９年度において、社会
福祉法人を１３法人、母子生活支援
施設を３施設、保育所等を１１５施
設、老人福祉施設を９施設、障がい
者施設３施設、救護施設１施設を対
象に実施しました。

平成２９年度実施の指導監査結果に
ついて、ホームページを活用し公表
いたします。
また、法人および施設の事業運営の
適正化と透明性を図るとともに、利
用者処遇の向上につながる指導監査
等を、平成３０年度は、社会福祉法
人を２２法人、母子生活支援施設を
３施設、保育所等を１２１施設、老
人福祉施設を２７施設、障がい者施
設を５施設を対象に実施する予定で
あります。

障がい者、高齢者情報などの福祉に
関する冊子を発行し、ホームページ
での公開や広報あきたへの記事掲載
など情報提供に努めるとともに関係
機関への配布や窓口等で希望者に配
布することで、情報提供に努めまし
た。

障がい者、高齢者情報などの福祉に
関する冊子を発行し、ホームページ
での公開や広報あきたへの記事掲載
など情報提供に努めるとともに関係
機関への配布や窓口等で希望者に配
布することで、情報提供に努めま
す。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

市内各地域包括支援セン
ターにおいて、高齢者への
相談支援や介護予防事業を
実施するとともに、地区内の
団体や関係機関、事業者等
と連携し、地域で暮らす高齢
者等を介護、福祉、保健、医
療などさまざまな面から総合
的に支援します。

(高齢者）4-2-(1) 地域包括
ケアの推進

(障がい者）1-2-1 成年後見
制度等による権利擁護の推
進、3-1-2 多様化・複雑化す
る相談支援への体制準備な
ど

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

-Ｂ

（障がい福祉課）
成年後見等にかかる市長による審判
申立や成年後見人等に対する報酬助
成を行いました。
 また、多様化・複雑化する相談支援
への対応として、地域包括支援セン
ターと連携し、相談支援専門員等の
専門的な職員を配置している委託相
談等支援事業者３拠点(身体障がい・
障害者生活支援センターほくと、知
的障がい・竹生寮および精神障が
い・指定相談支援事業所クローバー)
において障がい児(者)の相談支援を
実施しました。平成３０年度以降も
引き続き包括支援センターと連携
し、委託相談等支援事業者において
相談支援を実施します。

（長寿福祉課）
市内１８カ所の地域包括支援セン
ターにおいて高齢者に関する相談を
受け付け、支援を実施しました。ま
た、各地域包括支援センターにおい
て、関係団体との連携のもと、個別
ケースの検討や地域課題発見を目的
とした地域ケア会議を開催し、地域
課題の把握や地域におけるネット
ワークづくりに取り組んだほか、在
宅医療・介護連携推進協議会等にお
いて各包括の地域ケア会議の開催状
況について情報共有・意見交換を行
いました。

福
祉
保
健
部
各
課

地域包括
支援セン
ターの運
営
(3-9-2)

（障がい福祉課）
成年後見人等に対する５件の報酬助
成を行いました。
 また、多様化・複雑化する相談支援
への対応として、地域包括支援セン
ターと連携し、相談支援専門員等の
専門的な職員を配置している委託相
談等支援事業者３拠点(身体障がい・
障害者生活支援センターほくと、知
的障がい・竹生寮および精神障が
い・指定相談支援事業所クローバー)
において障がい児(者)の相談支援を
実施しました（２９年度相談件数：
ほくと２，２３４件、竹生寮２，７
７４件、クローバー１，７１５
件）。

（長寿福祉課）
市内１８カ所の地域包括支援セン
ターにおいて高齢者に関する相談を
計21,720件受け付け、支援を実施し
ました。
また、各地域包括支援センターにお
いて、関係団体との連携のもと、個
別ケースの検討や地域課題発見を目
的とした地域ケア会議を開催し、地
域課題の把握や地域におけるネット
ワークづくりに取り組んだほか、在
宅医療・介護連携推進協議会等にお
いて各包括の地域ケア会議の開催状
況について情報共有・意見交換を行
いました。

（障がい福祉課）
成年後見制度利用にかかるパンフ
レット等を活用し、制度の周知を図
るとともに、引き続き、地域包括支
援センターと連携しながら、委託相
談等支援事業者３拠点において、相
談支援を実施します。

（長寿福祉課）
市内１８カ所の地域包括支援セン
ターにおいて高齢者に関する相談を
受け付け、支援を実施します。
また、各地域包括支援センターにお
いて、関係団体との連携のもと、個
別ケースの検討や地域課題発見を目
的とした地域ケア会議を開催し、地
域課題の把握や地域におけるネット
ワークづくりに取り組むほか、在宅
医療・介護連携推進協議会等におい
て各包括の地域ケア会議の開催状況
について情報共有・意見交換を行い
ます。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

障がい者本人や家族などか
らの相談に応じ、必要な情
報の提供や、権利擁護のた
めの必要な援助を行い、障
がい者が自立した日常生活
や社会生活を営むことがで
きることを目指します。

(障がい者）3-1-1 相談支援
体制の強化、3-4-4 専門性
を兼ね備えた人材の育成

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
子育てや育児サークルに関
する情報提供等のほか、子
育てや女性の悩み相談に対
応し、子育て家庭の支援を
行います。

(子ども）1-2 地域における
子育て支援の充実、3-2 家
庭や地域の教育力の向上
(障がい者）3-1-2 多様化・
複雑化する相談支援への体
制整備、3-2-1 障がい児の
早期発見および支援の充実

-

相談支援専門員等の専門的な職員を
配置している障がい種別ごとの３拠点
(身体障がい・障害者生活支援センター
ほくと、知的障がい・竹生寮および精神
障がい・指定相談支援事業所クロー
バー)において障がい児(者)の相談支
援を実施しました。
平成３０年度以降も引き続き、相談支援
等事業者において、相談支援を実施す
るとともに、成年後見制度利用支援事
業、障がい者虐待防止に関する業務等
を包括的に行うことのできる基幹相談支
援センターの設置について整備を進め
てまいります。

ホームページや子育て情報誌の配布
により情報発信を行うとともに、ぷ
れいるーむに情報掲示板を設置し、
市内各地域の子育てや育児サークル
に関する情報を提供しました。
また、子どもおよびその家庭の相談
に応じ、保護者も含めた支援により
子どもの福祉向上を図りました。ま
た、女性に関する相談に応じ、自ら
の問題を解決できるように支援しま
した。

Ａ

Ａ

障がい者
への相談
支援事業
(3-9-3)

障
が
い
福
祉
課

子育て家
庭等に関
する相談
支援の充
実
(3-9-4)

子
ど
も
未
来
セ
ン
タ
ー

相談支援専門員等の専門的な職員を
配置している障がい種別ごとの３拠
点(身体障がい・障害者生活支援セン
ターほくと、知的障がい・竹生寮お
よび精神障がい・指定相談支援事業
所クローバー)において障がい児(者)
の相談支援を実施しました（２９年
度相談件数：ほくと２，２３４件、
竹生寮２，７７４件、クローバー
１，７１５件）。

引き続き、３拠点の相談支援等事業
者において、相談支援を実施すると
ともに、成年後見制度利用支援事
業、障がい者虐待防止に関する業務
等を包括的に行うことのできる基幹
相談支援センターの設置について整
備を進めてまいります。

ホームページや子育て情報誌の配布
により情報発信を行うとともに、ぷ
れいるーむに情報掲示板を設置し、
市内各地域の子育てや育児サークル
に関する情報を提供しました。
また、子どもとその家庭の相談に応
じ、保護者も含めた支援を行ったほ
か、女性に関する相談に応じ、自ら
の問題を解決できるように支援しま
した。(※29年度女性の悩み相談件数
1,148件)

引き続き、ホームページや子育て情
報誌、ぷれいるーむを通じ、情報発
信に努めるとともに、提供内容の充
実に努めます。
また、子どもおよびその家庭の相談
や女性に関する相談に応じ、子ども
の福祉向上を図ると共に、女性が自
らの問題を解決できるように支援し
ます。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

精神障がい者の社会復帰と
社会参加を図るよう訪問支
援、相談活動を行います。ま
た精神障がい者への理解を
深めるとともに、市民の心の
健康保持・増進のため各種
事業を行います。

(障がい者）3-3-3 精神障が
い者への支援の充実、3-5-
3 心の健康づくりの強化
(子ども）3-1 子どもの生きる
力の育成に向けた教育環境
等の整備
(健康あきた）(3)こころの健
康づくり
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
秋田市社会福祉協議会の
ふれあい福祉相談センター
において、様々な相談に対
応し、日常生活の悩みや心
配ごとの解消を図っていきま
す。

(健康あきた）(3) こころの健
康づくり
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

精神科医や臨床心理士、保健師等に
よる精神保健福祉相談等を通じて、
精神障がい者の社会復帰と社会参加
の促進を図りました。
また、こころの健康アップ講座を開
催したほか、職場や地域において心
の健康教育を実施しました。引き続
き、市民の心の健康保持・増進に努
める必要があります。

秋田市社会福祉協議会のふれあい福
祉相談センターでは、法律相談を含
めた、各種相談に応じ、相談者の日
常生活の悩みや心配ごとの解消に努
めました。幅広い相談の受け皿とな
るため、相談窓口の一層周知が課題
です。

-

Ｂ

Ｂ

Ｂ

地
域
福
祉
推
進
室

精神保健
対策事業
の推進
(3-9-5)

健
康
管
理
課

(障がい者）3-1-1 支援体制
の強化、3-1-2 多様化・複
雑化する相談支援への体制

ふれあい
福祉相談
センター
(3-9-6)

秋田市社会福祉協議会のふれあい福
祉相談センターでは、毎週月曜から
金曜まで相談所を開設し、１，１９
１件の各種相談に応じたほか、毎月
第３月曜日に開設する無料弁護士相
談と年末無料法律相談により５９件
の法律相談に応じ、相談者の日常生
活の悩みや心配ごとの解消に努めま
した。

秋田市社会福祉協議会のふれあい福
祉相談センターでは、毎週月曜から
金曜まで相談所を開設し、各種相談
に応じるほか、毎月第３月曜日に開
設する無料弁護士相談と年末無料法
律相談により、相談者の日常生活の
悩みや心配ごとの解消に努めまし
た。

精神科医や臨床心理士、保健師等に
よる精神保健福祉相談等を通じて、
精神障がい者の社会復帰と社会参加
の促進を図りました。（電話相談
1,911件、来所相談203件）
また、こころの健康アップ講座を開
催したほか、職場や地域において心
の健康教育を実施するなど、市民の
心の健康保持・増進に努めました。

精神科医や臨床心理士、保健師等に
よる精神保健福祉相談等を通じて、
精神障がい者の社会復帰と社会参加
の促進を図ります。
また、こころの健康アップ講座開催
のほか、職場や地域において心の健
康教育を実施するなど、市民の心の
健康保持・増進に努めます。
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価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

相談活動
の充実
(3-9-7)

職員の資質向上を図り、相
談体制を強化していきます。 福

祉
保
健
部
各
課

職員の資質向上を図るため、新しく
配属された職員や未受講の職員を対
象に「認知症サポーター養成研修」
など職員研修を実施し、職員の専門
性を高め、資質の向上を図るととも
に、相談体制の強化に努めました。

職員の資質向上を図るため、新しく
配属された職員や未受講の職員を対
象に「認知症サポーター養成研修」
など職員研修を実施し、職員の専門
性を高め、資質の向上を図るととも
に、相談体制の強化に努めます。

職員の資質向上を図るため、新しく
配属された職員や未受講の職員を対
象に「認知症サポーター養成研修」
など職員研修を実施し、職員の専門
性を高め、資質の向上を図るととも
に、相談体制の強化に努めました。

ＢＢ

各種相談
窓口のＰ
Ｒ
(3-9-8)

支援を必要とする市民が身
近なところで気軽に相談でき
るよう、行政機関や社会福
祉協議会、民生委員・児童
委員などの相談窓口の周知
を図ります。

福
祉
保
健
部
各
課

各課で作成するしおりやリーフレッ
ト等に相談窓口を掲載し周知を図る
とともに、関係機関窓口の紹介に努
めました。

各課で作成するしおりやリーフレッ
ト等に相談窓口を掲載し周知を図る
とともに、関係機関窓口の紹介に努
めます。

民生委員・児童委員や地域包括支援
センター、障がい者虐待防止セン
ターなどの相談窓口を広報あきたで
紹介したほか、「秋田市役に立つ
サービス」、「障がい者のためのく
らしのしおり」、「子育て情報」な
どに、相談窓口等を掲載し、相談窓
口の周知を図りました。支援を必要
とする市民が身近なところで気軽に
相談できるよう、一層の周知が必要
です。

ＢＢ

各種相談
機関等と
の連携
(3-9-9)

各種相談機関等と情報交換
や情報の共有化などによ
り、地域で受けた相談が確
実に支援に結びつくよう相
談機関等の連携体制の強
化を図ります。

福
祉
保
健
部
各
課

障がい児（者）の支援の体制の整備
を図ることを目的に設置されている
秋田市障がい者総合支援協議会およ
びその下部組織として具体的な協議
を行う場である各部会を開催し、障
がい児（者）への支援体制に関する
課題について情報を共有し、関係機
関等の連携の緊密化を図りました。
また、地域包括支援センター、介護
サービス事業者など関係機関に対し
て、随時、情報提供し、連携体制の
強化に努めました。

引き続き、秋田市障がい者総合支援
協議会およびその下部組織として具
体的な協議を行う場である各部会を
開催し、障がい児（者）への支援体
制に関する課題について情報を共有
し、関係機関等の連携の緊密化を図
ります。

秋田市障がい者総合支援協議会およ
び各部会を開催し、障がい児（者）への
支援体制に関する課題について情報を
共有し、関係機関等の連携の緊密化を
図りました。
また、地域包括支援センター、介護
サービス事業者など関係機関に対し
て、随時、情報提供し、連携体制の強
化に努めました。
平成３０年度以降も引き続き、同協議会
および部会において、障がい児（者）へ
の支援体制に関する課題について情報
を共有し、関係機関等の連携の緊密化
を図ります。

ＡＢ

潜在化し
ている
ニーズの
把握
(3-9-10)

福祉の分野別実施計画の
施策のすきまにある福祉課
題や地域福祉の喫緊の課
題に対応していくため、表面
化した要望・意見だけではな
く、潜在化しているニーズの
把握に努めます。

地
域
福
祉
推
進
室

概ね小学校区単位の各地区民生児童
委員協議会の定例会などに参加し、
日ごろの活動から課題と思われるこ
と等を把握する機会の確保に努めま
した。

概ね小学校区単位の各地区民生児童
委員協議会の定例会などに参加し、
日ごろの活動から課題と思われるこ
と等を把握する機会の確保に努めま
す。

概ね小学校区単位の各地区民生児童
委員協議会の定例会などに参加し、日
ごろの活動から課題と思われること等を
把握する機会の確保に努めました。一
層の機会確保により、潜在化されたニー
ズの把握が必要です。

Ｂ Ｂ
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所
管

日常的な訪問活動により住
民のあらゆる福祉ニーズを
把握し、地域住民の信頼を
得ながら、自立した日常生
活を営むことができるように
生活に関する相談に応じ、
福祉サービスを適切に利用
するために必要な情報の提
供その他の援助を行うととも
に、行政等に必要な対応を
促すパイプ役となります。

(障がい者）3-1-2 多様化・
複雑化する相談支援への体
制整備、3-2-4 孤立死防止
への対応強化など
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
成年後見制度を周知し、利
用促進に努めます。また、地
域包括支援センター、相談
支援事業所等の相談関係
機関が連携して相談等に応
じ、必要が生じた場合は、市
長申立の手続等適切に対
応していきます。

(高齢者）4-2-(2) 高齢者の
権利擁護

(障がい者）1-2-1 成年後見
制度等による権利擁護の推
進

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

民生委員・児童委員は、それぞれの
地域において、様々な相談に応じた
ほか、ひとり暮らし高齢者等への訪
問、連絡活動等を行いました。
また、市では、民生委員に対し、各
種資料を提供するとともに、各種研
修会を開催するなど、民生児童委員
協議会と連携して、民生委員・児童
委員の活動を支援しました。

（障がい福祉課）
成年後見制度の利用促進のため、パ
ンフレットを作成し制度の周知を図
るとともに、成年後見等にかかる市
長による審判申立や成年後見人等に
対する報酬助成を行いました。平成
３０年度以降も引き続き、制度の周
知を図り、権利擁護を推進していき
ます。

（長寿福祉課）
成年後見制度の利用促進のため、研
修や会議等で周知に努めるととも
に、市長による審判申立ておよび後
見人等に対する報酬助成を行いまし
た。また、地域包括支援センターを
通じて、制度利用が必要な高齢者に
対し、後見制度の説明、利用支援を
行いました。
今後、さらに利用促進を図るため、
関係機関のネットワークづくりが課
題となります。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

成年後見
制度利用
支援事業
(3-10-2)

障
が
い
福
祉
課

、
長
寿
福
祉
課

民生委
員・児童
委員によ
る個別援
助活動
(3-10-1) 地

域
福
祉
推
進
室

民生委員・児童委員が、それぞれの
地域において、２４，１１２件の相
談に応じたほか、ひとり暮らし高齢
者等への訪問、連絡活動等を行いま
した。

民生委員・児童委員が、それぞれの
地域において、相談に応じるほか、
ひとり暮らし高齢者等への訪問、連
絡活動等を行います。

（障がい福祉課）
成年後見制度の利用促進のため、パ
ンフレットを活用し、制度の周知を
図るとともに、成年後見人等に対す
る５件の報酬助成を行いました。
　
（長寿福祉課）
成年後見制度の利用促進のため、研
修や会議等で周知に努めるととも
に、市長による審判申立ておよび後
見人等に対する報酬助成を行いまし
た。また、地域包括支援センターを
通じて、制度利用が必要な高齢者に
対し、後見制度の説明、利用支援を
行いました。
市長申立て：12件、報酬助成３件
市長申立て以外：申立て助成１件、
報酬助成９件

（障がい福祉課）
成年後見制度利用にかかるパンフ
レット等を活用しながら制度の周知
を図り、権利擁護を推進していきま
す。

（長寿福祉課）
成年後見制度の利用促進のため、研
修や会議等で周知に努めるととも
に、市長による審判申立ておよび後
見人等に対する報酬助成を行いま
す。また、地域包括支援センターを
通じて、制度利用が必要な高齢者に
対し、後見制度の説明、利用支援を
行います。

24／39



第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

各種相談専門機関との連携
を図り、高齢者、障がい者、
児童虐待への早期対応を行
うとともに、虐待防止のため
の取組を行います。

(高齢者）4-2-(2) 高齢者の
権利擁護

(障がい者）1-2-2 虐待防止
対策の体制整備

(子ども）6-1 児童虐待防止
対策の充実

市民小口
資金の貸
付け
(3-10-4)

低所得世帯に対し、緊急的
かつ一時的に生計の維持が
困難となった場合に、秋田
市社会福祉協議会が実施
主体となって生活のつなぎ
資金を貸付けします。市は
貸付の原資を秋田市社会福
祉協議会に貸し付けます。

地
域
福
祉
推
進
室

秋田市社会福祉協議会では、一時的
に生活に困っている方２９７名に対
して一時的な生活資金の貸付を行い
ました。市は秋田市社会福祉協議会
に対して、市民小口資金の原資の貸
付を行いました。

秋田市社会福祉協議会では、一時的
に生活に困っている方に対して一時
的な生活資金の貸付を行います。市
は秋田市社会福祉協議会に対して、
市民小口資金の原資の貸付を行いま
す。

秋田市社会福祉協議会では、一時的
に生活に困っている方に対して一時
的な生活資金の貸付を行いました。
市は秋田市社会福祉協議会に対し
て、市民小口資金の原資の貸付を行
いました。生活困窮者などへの一層
の周知が課題です。

ＢＢ

ＡＡ

（長寿福祉課）
各地域包括支援センターにおいて、地
域住民や介護事業者等を対象に出前
講座や研修会等で情報提供したほか、
地域住民向けの広報誌を作成・配布し
高齢者虐待防止についての普及啓発
を図りました。
また、養介護施設従事者等による高齢
者虐待防止に向けた取組として、養介
護施設等を対象に出前講座を実施しま
した。
虐待防止連絡協議会を開催し、関係機
関との連携を深めるとともに、虐待通報
への早期対応に努めました。

（障がい福祉課）
虐待通報に対して、関係機関と協議し
ながら虐待解決への対応を行いました。
平成３０年度以降も引き続き、関係機関
等と連携を図り、虐待防止および虐待
への早期対応に努めます。

（子ども未来センター）
　児童虐待の未然防止と早期発見・早
期対応を図るため、要保護児童対策地
域協議会の体制強化や関係課所室に
よる庁内連絡会を開催しました。関係機
関・子育て支援者等の資質向上と市民
への児童虐待防止啓発を図るため、啓
発グッズ等の配付や研修会等を継続的
に実施しました。

高齢者、
障がい
者、児童
等への虐
待防止
(3-10-3)

長
寿
福
祉
課

、
障
が
い
福
祉
課

、
子
ど
も
未
来
セ
ン
タ
ー

（長寿福祉課）
各地域包括支援センターにおいて、
地域住民や介護事業者等を対象に研
修会等で情報提供したほか、地域住
民向けの広報誌を作成・配布し高齢
者虐待防止について普及啓発を図り
ました。
虐待防止連絡協議会を開催し、関係
機関との連携を深めるとともに、虐
待通報への早期対応に努めました。

（障がい福祉課）
虐待通報に対して、関係機関と協議
しながら虐待解決への対応を行いま
した。

（子ども未来センター）
児童虐待の未然防止と早期発見・早
期対応を図るため、要保護児童対策
地域協議会や庁内連絡会を開催しま
した。関係機関・子育て支援者等の
資質向上と市民への児童虐待防止啓
発を図るため、啓発グッズ等の配付
や研修会等を実施しました。※２９
年度協議会開催回数１６回。庁内連
絡会１回。地域ネット研修会参加者
１０９名。講演会参加者１３８名。
啓発グッズ等の約３，８００個配
付。

（長寿福祉課）
各地域包括支援センターにおいて、
地域住民や介護事業者等を対象に出
前講座や研修会等で情報提供するほ
か、地域住民向けの広報誌を作成・
配布し高齢者虐待防止について普及
啓発を図ります。
また、養介護施設従事者等による高
齢者虐待防止に向けた取組として、
養介護施設等を対象に出前講座を実
施します。
虐待防止連絡協議会を開催し、関係
機関との連携を深めるとともに、虐
待通報への早期対応に努めます。

（障がい福祉課）
引き続き、関係機関等と連携を図
り、虐待防止および虐待への早期対
応に努めます。

（子ども未来センター）
引き続き、研修会等の開催と要保護
児童対策地域協議会等を運営し、関
係機関等との連携強化を図り、未然
防止と早期発見・早期対応に努めま
す。各種イベントや街頭などでのＰ
Ｒや関係機関等にも児童虐待防止に
ついて広報活動を実施します。
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所
管

生活困窮
者への相
談対応
(3-10-5)

生活困窮者への自立支援
のため、関係機関が連携し
ながら、窓口での相談支援
や就労につながる支援など
を行います。

福
祉
総
務
課

生活困窮者自立相談支援事業によ
り、延べ441件の相談を受け付けまし
た。また、住居確保給付金を12世帯
に支給し、学習支援事業では延べ
3,425人、家計相談支援事業では延べ
64世帯、就労準備支援事業では2人へ
の支援を実施しました。

生活困窮者自立相談支援事業によ
り、悩みごとを抱えた市民の相談を
受け付けます。また、住居確保給付
金支給事業や学習支援事業、家計相
談支援事業、就労準備支援事業によ
り、悩みごとの解消に向けた支援を
実施します。

生活困窮者自立相談支援事業によ
り、悩みごとを抱えた市民の相談を
受け付けました。また、住居確保給
付金支給事業や学習支援事業、家計
相談支援事業、就労準備支援事業に
より、悩みごとの解消に向けた支援
を実施しました。アウトリーチ等に
よる早期支援の実施が課題です。

Ｂ -

今後も引き続き防災資機材
の助成を行うとともに、訓練
や研修会の開催等を通じ
て、自主防災組織の結成促
進と育成強化に努めます。

(障がい者）5-3-1 災害対策
の推進、5-3-2 災害時の避
難支援体制の整備

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

広報あきた等により、各世帯
が自ら災害に備えるための
情報提供を行うとともに、誰
もが自分の避難場所等を把
握できるようにハザードマッ
プ等の配布等の情報提供に
努めます。また、防災ネット
あきたなどにより、災害情報
の迅速かつ正確な情報提供
に努めます。

(障がい者）5-4-1 災害対策
の推進、5-4-2 災害時の避
難支援体制の整備
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

Ｂ

-

市民サービスセンター等の地域拠点
における自主防災リーダー研修会の
開催や新規結成組織等への防災資機
材の助成、災害避難路マップの作成
支援・補助により、自主防災組織の
育成・強化を図りました。
また、連合町内会が実施した防災訓
練等に職員を派遣し、運営を支援す
るとともに、学区単位での自主防災
組織連絡協議会の結成を働きかけま
した。

Ｂ

Ｂ

広報あきた、ホームページ等による
情報提供のほか、防災ネットあきた
により、災害情報を迅速かつ効率的
に提供しました。
また、土砂災害・津波・洪水ハザー
ドマップの作成や説明会の開催によ
り、危険区域や避難方法等について
周知しました。

自主防災
組織の育
成強化
(4-11-1)

要援護者
への防
災・災害
情報の提
供
(4-11-2) 防

災
安
全
対
策
課

防
災
安
全
対
策
課

広報あきた、ホームページ等による
情報提供のほか、県と共同で土砂災
害危険箇所の現地調査結果の住民説
明会を８回開催し、危険箇所や避難
場所および警戒避難体制等について
周知しました。
また、津波および洪水ハザードマッ
プの説明会を１４回開催し、マップ
の見方や避難方法等について周知し
ました。

広報あきた、ホームページ等による
情報提供のほか、昨年度現地調査を
行った土砂災害危険箇所についてハ
ザードマップを作成し、公表しま
す。

市民サービスセンター等の地域拠点
における自主防災リーダー研修会の
開催や新規結成組織等への防災資機
材の助成、町内会等の防災訓練への
職員派遣などを行い、自主防災組織
の育成・強化を図りました。
また、学区単位での自主防災組織連
絡協議会の結成を働きかけました。

市民サービスセンター等の地域拠点
における自主防災リーダー研修会の
開催や新規結成組織等への防災資機
材の助成、町内会等の防災訓練への
職員派遣などを行い、自主防災組織
の育成・強化を図っています。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

「災害時要援護者の避難支
援プラン」に基づき、地域へ
の情報提供と支援体制構築
をサポートし、災害時に避難
支援が必要な高齢者や障が
い者等を地域全体で支援す
る体制を整備します。また、
福祉避難所の指定等により
要援護者の避難生活への
備えを進めます。

(障がい者）5-3-1 災害対策
の推進、5-3-2 災害時の避
難支援体制の整備

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
高齢者や障がい者等が安
心して冬期間を過ごすことが
できるよう、今後も市民協働
の除排雪活動の必要性をＰ
Ｒし、地域の助け合い・支え
合いによる除排雪体制を構
築するとともに、機械貸出制
度を継続拡大していきます。
また、コミュニティセンターな
どへの貸出用の小型除雪機
の配備や、燃料支給、小規
模堆雪場の確保などの取組
により地域住民による除排
雪時の支援に努めます。

（道路維持課）
・市民協働の必要性について、広報
あきた、市ホームページ、秋田市広
報板などへの掲載と、道路除排雪の
基本計画書を町内会長へ送付し、周
知に努めました。
・小型除雪機のシーズン貸出につい
て、希望する15町内会へ貸出しまし
た。また、個人所有の小型除雪機へ
の燃料支給については、59団体に
7,061リットルを支給したほか、小規
模堆雪場については、26箇所（25町
内）8,316㎡を確保し、地域住民によ
る除排雪の支援に努めました。

（生活総務課）
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機を町内会等の除

（道路維持課）
・市民協働の必要性について、広報
あきた、市ホームページ、秋田市広
報板などへの掲載と、道路除排雪の
基本計画書を町内会長へ送付し、周
知に努めます。
・小型除雪機のシーズン貸出につい
て、希望する町内会へ貸出します。
また、個人所有の小型除雪機への燃
料支給や、小規模堆雪場の確保など
の取組により、地域住民による除排
雪の支援に努めます。
（生活総務課）
検討中

地域にお
ける除排
雪体制の
構築
(4-11-4)

道
路
維
持
課

、
生
活
総

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

国の制度改正や東日本大震災後の取
組を踏まえて、「災害時要援護者の
避難支援プラン」を改定しました。
また、「避難支援対象者名簿」と
「要援護者把握用リスト」による地
域への情報提供を実施するととも
に、改めて「避難支援対象者名簿」
を活用した、地域での避難支援体制
づくりを進めるよう地域に働きかけ
ました。

（道路維持課）
・市民協働の必要性については、毎
年度、広報あきた、市ホームペー
ジ、秋田市広報板などへの掲載と、
道路除排雪の基本計画書を町内会長
へ送付し、周知に努めました。
・小型除雪機の貸し出し可能台数で
ある15台のうちほぼ全台数を毎年貸
し出しています。また、個人所有の
小型除雪機への燃料支給について
は、年々支給量も増加しているほ
か、小規模堆雪場については、住宅
街にある空き地などを住民のための
小規模堆雪場として利用した場合の
固定資産税減免制度を設け、地域住
民による除排雪の支援に努めまし
た。
（生活総務課）

災害時要
援護者の
避難支援
(4-11-3)

地
域
福
祉
推
進
室

対象者情報の更新を行った「避難支
援対象者名簿」と「要援護者把握用
リスト」による地域への情報提供を
実施するとともに、改めて「避難支
援対象者名簿」を活用した、地域で
の避難支援体制づくりを進めるよう
地域に働きかけました。

「避難支援対象者名簿」と「要援護
者把握用リスト」の更新を行い、地
域への情報提供を実施するととも
に、改めて「避難支援対象者名簿」
を活用した、地域での避難支援体制
づくりを進めるよう地域に働きかけ
ます。

27／39



第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

身体的、経済的な理由から
自ら除雪することが難しい、
高齢者世帯や障がい者世
帯が安心して冬期間を過ご
せるように、機械除雪後の
雪塊の除去や、宅地内の除
排雪などの支援を行いま
す。

(障がい者）5-2-1 雪寄せ支
援の充実、5-2-2 冬期間の
移動手段の確保

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

配備した小型除雪機を町内会等の除
雪作業に貸し出しを行いました。
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機の運搬および排
雪に使用する軽トラックを借上げ、
市民サービスセンター等へ配置しま
した。

（道路維持課）
・市が除雪を行う道路に面した高齢
者世帯および障がい者世帯から2,196
件の間口登録があり、機械除雪後の
間口の雪塊の除去を実施しました。

（長寿福祉課）
高齢者軽度生活援助事業の中で、ひ
とり暮らし高齢者等を対象に、玄関
から道路に出るまでの雪寄せ作業の
支援を行いました。
雪寄せ支援利用者：991人

（障がい福祉課）
障がい者世帯の除排雪を支援するた
め、障がい者雪下ろし支援事業につ
いて広報および秋田市HPで情報提供
し、市民への周知を行いました。
※平成２９年度は実績無し

（道路維持課）
・市が除雪を行う道路に面した高齢
者世帯および障がい者世帯の間口登
録された世帯の機械除雪後の間口へ
置かれた雪塊の除去を実施します。

（長寿福祉課）
高齢者雪寄せ支援事業として、ひと
り暮らし高齢者等を対象に、玄関か
ら道路に出るまでの雪寄せ作業の支
援を行います。

（障がい福祉課）
引き続き、事業を周知し、障がい者
世帯の除排雪支援を図っていきま
す。

総
務
課

高齢者や
障がい者
宅の除排
雪支援
(4-11-5)

道
路
維
持
課

、
長
寿
福
祉
課

、
障
が
い
福
祉
課

-Ｂ

（生活総務課）
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機を町内会等の除
雪作業に貸し出しを行いました。
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機の運搬および排
雪に使用する軽トラックを借上げ、
市民サービスセンター等へ配置しま
した。

（道路維持課）
・市が除雪を行う道路に面した高齢者
世帯および障がい者世帯の間口登録さ
れた世帯の機械除雪後の間口へ置か
れた雪塊の除去を実施しました。

（長寿福祉課）
高齢者軽度生活援助事業の中で、ひと
り暮らし高齢者等を対象に、玄関から道
路に出るまでの雪寄せ作業の支援を行
いました。平成30年度からは、高齢者雪
寄せ支援事業として支援を行います。

（障がい福祉課）
障がい者世帯の除排雪を支援するた
め、障がい者雪下ろし支援事業につい
て広報および秋田市HPで情報提供し、
市民への周知を行いました。
平成３０年度以降も引き続き、事業を周
知し、障がい者世帯の除排雪支援を
図っていきます。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

判断能力の低下や情報を得
る機会の減少により被害に
遭いやすい高齢者の消費者
トラブルを防ぐため、老人ク
ラブ、民生委員、地域包括
支援センター、連合婦人会
などを対象に高齢者向け
「消費生活出前講座」を継続
実施します。また、「広報あ
きた」等を活用し、消費者ト
ラブル最新情報の発信に努
めます。

(障がい者）3-1-2 多様化・
複雑化する相談支援への体
制整備
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
交通弱者である子どもと高
齢者の交通事故防止に重
点を置き、就学前の全ての
子どもを対象とした幼児交
通安全教室や高齢者交通
安全教室をさらに効果的に
行うとともに、特に幼児につ
いては新たな教育の場の拡
大に努めます。また、交通安
全活動団体に対する積極的
な支援を行い、各団体と連
携を図りながら、交通安全
活動を効果的に展開しま
す。

(子ども）5-1 子どもの安全
確保
(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

交通安全
対策
(4-11-7)

交
通
政
策
課

Ａ

消費者啓
発
(4-11-6)

市
民
相
談
セ
ン
タ
ー

Ａ

ＡＡ

老人クラブ、民生委員、地域包括支
援センター、消費者団体などを対象
に「消費生活出前講座」を実施し、
啓発に努めました。また、広報あき
た、ホームページ、SNS、秋田市広報
板を活用し、消費者トラブル最新情
報の迅速な発信に努めました。

幼児および高齢者を対象とした交通
安全教室、在宅親子への交通安全指
導、小学生を対象とした児童セン
ター等での交通安全指導を実施しま
した。
特に、高齢者を対象とした交通安全
教室では、老人クラブだけでなく、
各種講座やサークルでの交通安全に
関する啓発活動を実施するなど、交
通安全教室受講者の拡大を図ってき
ました。
また、交通安全活動団体に対する積
極的な支援を行い、各団体と連携を
図りながら、交通安全運動を推進し
ました。

依然として高齢者の被害が後を絶た
ないことから、老人クラブ、民生委
員、地域包括支援センター、消費者
団体などを対象に「消費生活出前講
座」を継続実施するほか、警察等関
係機関と連携し、見守りネットワー
クを構築します。また、広報あき
た、ホームページ、SNS、デジタルサ
イネージ、秋田市広報板を活用し、
消費者トラブル最新情報の発信に努
めます。

幼児および高齢者を対象とした交通
安全教室、在宅親子への交通安全指
導、小学生を対象とした児童セン
ター等での交通安全指導を実施しま
した。
また、交通安全活動団体に対する積
極的な支援を行い、各団体と連携を
図りながら、交通安全運動を推進し
ました。

幼児および高齢者を対象とした交通
安全教室、在宅親子への交通安全指
導、小学生を対象とした児童セン
ター等での交通安全指導を実施しま
す。
また、交通安全活動団体に対する積
極的な支援を行い、各団体と連携を
図りながら、交通安全運動を推進し
ます。

老人クラブ、民生委員、地域包括支
援センター、消費者団体などを対象
に「消費生活出前講座」を３６回実
施しました。また、広報あきた、
ホームページ、SNS、秋田市広報板を
活用し、消費者トラブル最新情報の
迅速な発信に努めました。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

春・秋の火災予防運動や各
種イベントでの火災予防啓
発を行うとともに、住宅用火
災警報器や住宅用消火器な
どの住宅防火対策の推進な
どにより、住宅火災の予防
に努めます。

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

(障がい者）3-2-3 高齢障が
い者への支援の充実、3-2-
4 孤立死防止への対応強化
など

火災予防
の推進
(4-11-8)

消
防
本
部
救
急
課

応急手当
の普及、
救急救命
体制の整
備
(4-11-9)

ＡＥＤ（自動体外式除細動
器）の使用方法を含めた救
命講習会の充実に努め、市
民と一体となった救急救命
活動を実践するとともに、認
定救急救命士を養成するな
ど、より高度な救命処置を可
能にし、救急救命体制を強
化します。また、ひとり暮らし
高齢者や高齢者夫婦世帯
の緊急時の対応等について
啓発に努めます。さらに、秋
田市社会福祉協議会が中
心になって取り組む救急医
療情報キット（安心キット）事
業と連携し、高齢者等の救
急医療に生かします。

-

Ａ

Ｂ

Ａ

火災予防運動や各種イベント等あらゆ
る機会を捉えての広報活動、高齢者を
対象とした防火研修、また、地域および
事業所等の協力を得ての火災予防啓
発など、様々な対策を講じたことで、平
成２９年６月１日時点の住宅用火災警報
器の設置率は８４．４％まで向上したほ
か、住宅火災の件数および高齢者の死
者数は減少傾向にあります。しかし、住
宅用火災警報器の設置率は、その後伸
び悩みの状況にあること、また、火災件
数、高齢者の死者撲滅については、更
なる減少を目指す必要性から、今後も
継続していくものです。

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使
用方法を含めた救命講習会の開催を
促進し、ＡＥＤの効果的な活用と市
民による応急手当が実践されるよう
啓発活動を行ないました。
救急救命士や救急隊員を養成すると
ともに、指導救命士を中心に救急業
務に携わる職員の教育を充実させ救
急救命体制の強化に努めました。
また、秋田市社会福祉協議会と協力
し救急医療情報キット事業の効果的
運用を検討実践するとともに、救命
講習等をつうじて暮らしの中に潜む
危険とその予防策について啓発し、
事故防止の意識向上に努めました。

消
防
本
部
予
防
課

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使
用方法を含めた救命講習会の開催を
促進し、ＡＥＤの効果的な活用と市
民による応急手当が実践されるよう
啓発活動を行なった。救急救命士や
救急隊員を養成するとともに、指導
救命士を中心に救急業務に携わる職
員の教育を充実させ救急救命体制の
強化に努めました。
また、秋田市社会福祉協議会と協力
し救急医療情報キット事業の効果的
運用を検討実践するとともに、救命
講習等をつうじて暮らしの中に潜む
危険とその予防策について啓発し、
事故防止の意識向上に努めました。

春･秋の火災予防運動や各種イベント
および消防訓練等あらゆる機会を利
用して、火災予防啓発や住宅用火災
警報器の設置促進と維持管理の周知
を実施しました。また、高齢者の住
宅火災による死者撲滅に向け、在宅
介護事業所等の協力を得て、ホーム
ヘルパーによる高齢者宅訪問時の火
災予防啓発を実施しました。

春･秋の火災予防運動や各種イベント
における火災予防啓発、住宅用火災
警報器の普及啓発活動は継続するほ
か、高齢者の住宅火災による死者撲
滅のため、「第９次秋田市高齢者プ
ラン」に火災予防普及啓発事業とし
て加わり、高齢者が集まるイベント
等の機会を利用し、住宅防火対策に
ついて指導を実施します。

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使
用方法を含めた救命講習会の充実に
努め、市民と一体となった救急救命
活動を実践するとともに、認定救急
救命士を養成するなど、より高度な
救命処置を可能にし、救急救命体制
を強化します。
また、ひとり暮らし高齢者や高齢者
夫婦世帯の緊急時の対応等について
啓発に努めます。さらに、秋田市社
会福祉協議会が中心になって取り組
む救急医療情報キット（安心キッ
ト）事業と連携し、高齢者等の救急
医療に生かします。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

犯罪のない明るく住みやす
い地域社会をめざし、防犯
協会が行う防犯活動や町内
会に対する防犯灯電気料等
の助成を継続し、地域防犯
活動を支援します。

(子ども）5-1 子どもの安全
確保
(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

ＡＡ

・各防犯協会に対して、活動費の交
付を行いました。
・町内会が負担している防犯灯電気
料等の軽減を図るため、防犯灯電気
料等の助成を行いました。

生
活
総
務
課

地域防犯
の強化
(4-11-10)

・各防犯協会に対して、活動費の交
付を行いました。
・町内会が負担している防犯灯電気
料等の軽減を図るため、防犯灯電気
料等の助成を行いました。

・各防犯協会に対して、活動費の交
付を行います。
・町内会が負担している防犯灯電気
料等の軽減を図るため、防犯灯電気
料等の助成を行います。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

日常生活圏域ニーズ調査や
介護保険認定状況、給付状
況の分析等により、対象者
数や高齢者像、社会資源の
種類、利用状況等を把握し、
関係機関と協議のもと、「認
知症ケアパス※」を作成・普
及します。また、地域におい
ては、地域包括支援ネット
ワークにより認知症高齢者
を支援していきます。

(高齢者）4-4-(2) 認知症高
齢者への支援

長
寿
福
祉
課

、
お
客
様
セ
ン
タ
ー

宅配事業者やライフライン
事業者などの民間企業と連
携し、地域の防災・防犯への
協力やひとり暮らし高齢者
などの見守りを実施します。

長
寿
福
祉
課

認知症高
齢者の地
域生活へ
の支援
(4-11-12)

-

-Ｂ

Ａ

秋田市認知症ガイドブック（認知症
ケアパス）や市民向け認知症パンフ
レットを作成し、関係機関や市民へ
の普及啓発を図りました。また、認
知症地域支援推進員を全ての日常生
活圏域に配置し、地域の身近な場所
で相談業務を行ったほか、認知症初
期集中支援チームによる本人、家族
への早期支援、認知症カフェを行う
団体への支援を行いました。
認知症に対する偏見はいまだ根強
く、さらなる普及啓発が課題です。
今後、認知症対策推進事業の充実、
強化を図ります。

（長寿福祉課）
高齢者見守り協定に基づき、全11事
業者が、業務の中で高齢者の見守り
活動を行いました。今後は、高齢者
見守り協定を締結する民間事業者の
掘り起こしが課題です。

（お客様センター）
・不審者および不審車両の通報、登
下校時の子供の見守り活動、環境パ
トロールを行ったほか、認知症サ
ポーターとして高齢者の見回り活動
を行いました。
・高齢者宅および福祉施設等の水回
り修理、網戸および障子の張替え、
草刈り等を行いました。

民間企業
等との連
携による
見守り体
制構築
(4-11-11)

市民向け認知症パンフレットを
30,000部作成し、地域包括支援セン
ターや関係機関等に配布しました。
また、認知症地域支援推進員を継続
して６か所の地域包括支援センター
に配置し、認知症に関する相談業務
等を行いました。
本人、家族への支援としては、認知
症初期集中支援チームを設置し、早
期支援の体制づくりを行ったほか、
認知症カフェを行う３つの団体を支
援するため補助金を交付しました。
さらに、住民向けに研修会を開催
し、認知症に関する知識の普及を行
いました。
地域においては、３か所の警察署の
さがしてネットワークと連携し、見
守りネットワークづくりに取り組み
ました。

秋田市認知症ガイドブック（認知症
ケアパス）の改訂・作成を行い、
16,000部を地域包括支援センターや
関係機関等に配布します。また、認
知症地域支援推進員を増員し９か所
の地域包括支援センターに配置し、
認知症に関する相談業務等を行いま
す。
本人、家族への支援としては、認知
症初期集中支援チームによる早期支
援を行うほか、認知症カフェを行う
団体を支援するため補助金を交付し
ます。さらに、住民向けに研修会を
開催し、認知症に関する知識の普及
を行います。
見守り体制づくりとして、３か所の
警察署と連携し、見守りが必要な認
知症高齢者の事前登録を行い、行方
不明時の早期保護につなげます。

（長寿福祉課）
業務上、日常的に在宅高齢者と接す
る機会の多い民間事業者と随時協定
を締結していきます。

（お客様センター）
・登下校時の子供の見守り、また認
知症サポーターとして高齢者の見回
り活動を行います。
・高齢者宅および福祉施設等の水回
り修理、障子の張替え、草刈り等を
行います。

（長寿福祉課）
高齢者見守り協定に基づき、全11事
業者が、業務の中で高齢者の見守り
活動を行いました。
※新規協定事業者：ALSOK秋田株式会
社

（お客様センター）
・登下校時の子供の見守り、また認
知症サポーターとして高齢者の見回
り活動を行いました。
・高齢者宅および福祉施設等の水回
り修理、障子の張替え、草刈り等を
行いました。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

自殺者数の減少を図るた
め、自殺対策に関する意識
啓発や相談体制の充実を図
るとともに、市民協働による
地域での心の健康づくり活
動を推進します。また、秋田
市自殺対策庁内連絡会議を
中心に全庁的な取組を進め
るとともに、医療機関や民間
団体等による秋田市自殺対
策ネットワーク会議を通し
て、各機関との連携を図り総
合的な自殺対策を展開しま
す。

(健康あきた）(3) こころの健
康づくり

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤

リーフレットの配布による情
報提供や、事例紹介による
意識の啓発、デベロッパー
（開発業者）の意識の啓発、
相談窓口の開設により、民
間住宅のバリアフリー化の
普及を図ります。市営住宅
の建替えにあたっては、今
後もバリアフリーに配慮した
整備を図ります。

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

健
康
管
理
課

・平成２９年度は、本市地震防災
マップにおいて、想定全壊率におけ
る危険度が高い10地区の木造戸建住
宅（1，113戸）を対象に、耐震化を
促すパンフレット等の戸別配布を行
いました。       　　   ・平成２
９年度が第３期となる高梨台市営住
宅の建替事業では、高齢者や障がい
者に配慮した住宅環境の整備とし
て、バリアフリー化などを含めた建
替工事を行いました。

・本市地震防災マップにおいて、想
定全壊率における危険度が高い地区
の木造戸建住宅を対象に、耐震化を
促すパンフレット等の戸別配布を行
います。また、建築士等と建築を学
ぶ高校生が地域の住宅を訪問し、実
際に簡易な耐震診断などを実施し
て、地域の防災意識の向上を図る活
動を行います。
・平成３０年度が第４期となる高梨
台市営住宅の建替事業では、高齢者
や障がい者に配慮した住宅環境の整
備およびコミュニティーの構築を目
的として、バリアフリー化などを含
めた集会所新築工事等を行います。

ＢＢ

ＢＢ

　秋田市自殺対策強化月間にあわせ
た広報等でのＰＲ、自殺予防街頭
キャンペーンの実施（年４回）や自
殺対策パンフレット・若者向けパン
フレット配布等により自殺対策に関
する市民への情報提供や意識啓発等
を図るとともに、各種研修会等を通
じて、地域における早期対応の人材
育成、心の健康づくりを推進しまし
た。
　秋田県から委託を受けた民間団体
や秋田市内の民間団体が実施する、
秋田市民向けゲートキーパー養成研
修に、講師として協力しました。
　今後も、秋田市自殺対策計画(仮
称）に基づき、「秋田市自殺対策
ネットワーク会議」や「秋田市自殺
対策庁内連絡会議」等をとおして、
庁内・庁外の関係機関との密接な連
携と協力のもと、新たな取り組みを
含め総合的な自殺対策を強力に推進
していく必要があります。

・H27年度において約84％にとどまっ
ている住宅の耐震化率をH32年度まで
に90％にするため、安全な住まいへ
の意識啓発と木造住宅耐震改修等支
援制度の周知に継続して努めてきた
が、住宅所有者の高齢化が課題と
なっています。　　　　　　　・平
成２７～３０年度まで老朽化した高
梨台市営住宅の建替を高齢者や障が
い者に配慮した住宅環境の整備およ
びコミュニティーの構築を目的とし
て、バリアフリー化などを含めて行
いました。
今後、老朽化が進む他団地において
の対応について、計画の策定・特別
財源の確保等についてが課題です。

住宅環境
の整備
(4-12-1)

住
宅
整
備
課

自殺対策
事業
(4-11-13)

　新たに「秋田市自殺対策強化月
間」を９月３月に定め、広報等でＰ
Ｒしたほか、自殺予防街頭キャン
ペーンの実施（年４回）やパンフ
レット（10,000部）配布等により自
殺対策に関する市民への情報提供や
意識啓発等を図るとともに、各種研
修会等を通じて、地域における早期
対応の人材育成、心の健康づくりを
推進しました。
　秋田県が民間団体に委託して実施
した、秋田市民向けゲートキーパー
養成研修に、講師として協力しまし
た。
　また、「秋田市自殺対策ネット
ワーク会議（年２回）」や「秋田市
自殺対策庁内連絡会議（年２回）」
等をとおして、庁内・庁外の関係機
関との密接な連携と協力のもと、総
合的な自殺対策を実施しました。

　秋田市自殺対策強化月間にあわせた
広報等でのＰＲ、自殺予防街頭キャン
ペーンの実施（年４回）やパンフレット
（10,000部）配布、若者向けパンフレット
配布等により自殺対策に関する市民へ
の情報提供や意識啓発等を図るととも
に、各種研修会等を通じて、地域にお
ける早期対応の人材育成、心の健康づ
くりを推進します。
　秋田県から委託を受けた民間団体や
秋田市内の民間団体が実施する、秋田
市民向けゲートキーパー養成研修に、
講師として協力します。
　また、「秋田市自殺対策ネットワーク会
議」や「秋田市自殺対策庁内連絡会議」
等をとおして、庁内・庁外の関係機関と
の密接な連携と協力のもと、総合的な自
殺対策を実施すると共に、自殺対策の
さらなる推進のため、平成31年度からの
５カ年計画となる秋田市自殺対策計画
（仮称）を策定します。
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他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

高齢者、障がい者を含むす
べての人にやさしい歩行空
間を確保するために、歩道
の整備にあたってはバリア
フリー化を実施し、新設する
歩道については、３ｍ以上
の幅員を確保するよう努め
ます。また、消融雪設備の
整備などにより、冬期の安
全で快適な歩行者空間の確
保に努めます。

(子ども）5-2 子育てを支援
する生活環境の整備
(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤
段差の解消、スロープや休
憩施設等の整備により、子
どもから高齢者まで安全で
快適に施設を利用すること
ができるよう、医療施設、集
会施設、福祉施設、運動施
設、文化施設、公園などの
バリアフリー化を促進しま
す。

(子ども）5-2 子育てを支援
する生活環境の整備
(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤
都市公園のバリアフリー化
を図り、高齢者、障がい者や
子どもなど誰でも利用できる
公園に再整備します。また、
介護予防器具を設置し、高
齢者などの健康づくりを促進
します。

(高齢者）4-1-(3) 介護予防
の推進
(子ども）5-2 子育てを支援
する生活環境の整備

Ｂ

-

（道路建設課）
川尻広面線および鉄砲町菅野線の既
設道路におけるバリアフリー化を実
施しました。

（道路維持課）
・市道２路線の歩道消融雪設備の工
事を実施しました。
・既存の歩道消融雪設備の適切な維
持管理と除排雪により、冬期間の安
全で快適な歩行者空間の確保に努め
ました。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

１６の都市公園において高齢者等の
利用を考慮したバリアフリー化を実
施しました。また、高齢者等の健康
づくりを促進するため、背伸ばしベ
ンチ等の介護予防器具を４０公園に
５９基設置しました。
今後も誰でも安心して利用できる公
園づくりを目指しますが、計画的に
整備を進めるため、継続的な財源確
保が課題です。

「秋田市バリアフリー基本構想」に
位置づけた特定事業等の進捗状況を
秋田市バリアフリー協議会において
確認しました。また、同構想内の心
のバリアフリーの取組として、市内
の小学校でバリアフリー教室を開催
しました。事業定着のため、関係機
関との連携が課題です。

安全な歩
行者空間
の確保
(4-12-2) 道

路
建
設
課

、
道
路
維
持
課

既存公共
施設等の
バリアフ
リー化の
促進
(4-12-3)

都
市
計
画
課

都市公園
のバリア
フリー化
(4-12-4)

公
園
課

（道路建設課）
鉄砲町菅野線の既設道路におけるバ
リアフリー化を実施しました。

（道路維持課）
市道新都市12号線の歩道消融雪設備
の工事を実施しました。

（道路建設課）
鉄砲町菅野線の既設道路におけるバ
リアフリー化を予定しています。

（道路維持課）
既存の歩道消融雪設備の適切な維持
管理と除排雪により、冬期間の安全
で快適な歩行者空間の確保に努めま
す。

｢秋田市バリアフリー基本構想｣に位
置づけた特定事業等の進捗状況を秋
田市バリアフリー協議会において確
認しました。また、同構想内の心の
バリアフリーの取組として、市内の
小学校１２校でバリアフリー教室を
開催しました。

｢秋田市バリアフリー基本構想｣に位
置づけた特定事業等の進捗状況を秋
田市バリアフリー協議会において確
認してもらう予定です。また、同構
想内の心のバリアフリーの取組とし
て、市内の小学校１２校でバリアフ
リー教室を開催する予定です。

市場西第二街区公園、山王官公庁緑
地、松美ケ丘第四街区公園および保
戸野八丁街区公園の４公園につい
て、園路等のバリアフリー化を実施
する予定です。

保戸野桜町街区公園、川尻カイハ街
区公園、御野場第一街区公園および
二葉町第二街区公園の４公園につい
て、園路等の改修を行い、バリアフ
リー化を実施しました。
介護予防器具については、拠点第一
街区公園に背伸ばしベンチ等５基を
設置しました。
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第３次秋田市地域福祉計画の取組状況について

取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤
新庁舎建設や新たな公共施
設の整備にあたっては、ユ
ニバーサルデザインを取り
入れ、誰にも安全で分かり
やすく、利用しやすい施設と
します。

(障がい者）5-1-2 公共施設
のバリアフリーとユニバーサ
ルデザインの推進
(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤
各種健康事業を通じて、が
んや生活習慣病予防のため
の食生活、運動などの健康
教育、健康相談を実施し、市
民の自主的な健康づくり活
動を支援します。また、がん
検診等の各種検診の実施
に際しては、実施方法や周
知方法等を改善し、より多く
の市民が受診できるよう努
めます。

(障がい者）3-5-1 健康診
査・健康相談の促進
(健康あきた）計画全般
(エイジ）4-5 領域IV 教育・文
化基盤
地区社会福祉協議会が自
主的に行う高齢者の健康づ
くり・生きがいづくり支援事業
を支援し、介護予防を推進し
ます。

(高齢者）4-6-(1) 生きがい
づくりと健康づくりの支援
(健康あきた）(2) 身体活動
(エイジ）4-5 領域IV 教育・文
化基盤

-

Ｂ

地域等において、がんや生活習慣病
予防、介護予防についての健康教育
や健康相談を実施しました。また、
がん検診等の受診率向上のため、健
診ガイドや受診勧奨通知等による周
知のほか、本市独自の割引制度の導
入をはじめ、レディース健診の実施
など、市民が受診しやすい体制づく
りに努めました。

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

秋田市社会福祉協議会が実施する健
康づくり・生きがいづくり支援事業
および地域サロン事業を通じ、地区
社会福祉協議会の取組に対して助成
しました。

新庁舎建設基本構想から完成までを
通して、障がい者団体等の意見や要
望を反映しつつ、設計や工事を行
い、誰にでも分かりやすく、利用し
やすい施設としました。

市民の健
康づくり
の推進
(4-13-1)

保
健
予
防
課

新庁舎等
の新設公
共施設の
ユニバー
サルデザ
インの推
進
(4-12-5)

財
産
管
理
活
用
課

健康づく
り・生きが
いづくり
支援事業
(4-13-2)

長
寿
福
祉
課

秋田市社会福祉協議会が実施する健
康づくり・生きがいづくり支援事業
および地域サロン事業を通じ、地区
社会福祉協議会の取組に対して助成
しました。

秋田市社会福祉協議会が実施する健
康づくり・生きがいづくり支援事業
および地域サロン事業を通じ、地区
社会福祉協議会の取組に対して助成
します。

平成２９年１２月末に完成した新庁
舎屋外環境整備工事において、屋根
付き障がい者用駐車場や融雪設備の
ある歩道の整備を実施した。

平成２９年度に新庁舎建設事業が完
了したことから、庁舎および外構の
利用状況を注視していきます。

地域等で行う健康教育、健康相談の
機会を通して、がんや生活習慣病予
防、介護予防のための食生活や運動
などについて普及啓発しました。ま
た、健診ガイドを市内全戸に配布す
るとともに、がん検診では秋田市独
自の割引制度を継続実施し、対象者
に受診勧奨通知を郵送するととも
に、一定期間未受診の者に対し、文
書による再勧奨を行いました。さら
に、女性の受診者に限定したレ
ディース健診を実施するなど、受診
率の向上に努めました。

地域等で行う健康教育、健康相談の
機会を通して、がんや生活習慣病予
防、介護予防のための食生活や運動
などについて普及啓発します。ま
た、健診ガイドを市内全戸に配布す
るとともに、がん検診では秋田市独
自の割引制度を継続実施し、対象者
に受診勧奨通知を郵送するととも
に、一定期間未受診の者に対し、文
書による再勧奨を行います。さら
に、女性の受診者に限定したレ
ディース健診を実施するなど、受診
率の向上に努めます。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

定年退職後の高齢者が、補
完的・短期的な業務を通じ
て、自己の労働能力を活用
し、自らの生きがいの充実を
図ることを目的として、(一
社)秋田市シルバー人材セ
ンターの事業運営を支援し
ます。

(エイジ）4-4 領域III 産業・経
済基盤
「秋田市公共交通政策ビジョ
ン」に基づき、市民の日常生
活を支える移動手段として、
市民、交通事業者、行政の
役割分担のもと、公共交通
の確保に努めます。

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

高齢者が増加している現状
を踏まえ、高齢者の社会参
加の促進や生きがいづくりを
支援するため実施している
高齢者バス優遇乗車助成事
業の実施方法や助成内容
について検討していきます。

(高齢者）4-6-(2) 社会参加
の促進
(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

(一社)秋田市シルバー人材センター
の事業等に対し、補助金を交付し、
高齢者の健康で生きがいのある生活
の実現と、地域社会福祉の向上を図
りました。引き続き補助金の交付等
により、福祉の増進を図り、活力あ
る地域社会づくりを目指します。

路線バス事業者に対し運行費補助を
継続し生活バス路線の維持を図ると
ともに、郊外部において、秋田市マ
イタウン・バス西部線、北部線、南
部線、東部線、笹岡線を運行しまし
た。
高齢化の進行や運転免許の返納者の
増加に伴う移動手段の確保が課題で
す。

平成29年10月から対象年齢を満68歳
以上から満65歳以上に引き下げまし
た。広報やホームページ等で事業の
周知を図るとともに、介護保険証送
付に合わせ、対象となるかたに知ら
せることで、利用者の拡充に努めま
した。

移動手段
（公共交
通）の確
保
(4-13-4)

交
通
政
策
課

企
業
立
地
雇
用
課

高齢者コ
インバス
事業の推
進
(4-13-5) 長

寿
福
祉
課

高年齢者
就業機会
確保事業
(4-13-3)

路線バス事業者に対し運行費補助を
継続し生活バス路線の維持を図ると
ともに、郊外部において、秋田市マ
イタウン・バス西部線、北部線、南
部線、東部線、笹岡線を運行しまし
た。

路線バス事業者に対し運行費補助を
継続し生活バス路線の維持を図ると
ともに、郊外部において、秋田市マ
イタウン・バス西部線、北部線、南
部線、東部線、笹岡線を運行しま
す。

平成29年10月から対象年齢を満68歳
以上から満65歳以上に引き下げまし
た。広報やホームページ等で事業の
周知を図るとともに、介護保険証送
付に合わせ、対象となるかたに知ら
せることで、利用者の拡充に努めま
した。

高齢者の社会参加と生きがいづくり
支援のため、高齢者コインバス事業
を継続し、対象となるかたへのお知
らせや、広報やホームページ等で事
業の周知に努めます。

高齢者の生きがいづくりや社会参加
の促進を図るため、(一社)秋田市シ
ルバー人材センターの事業等に対
し、補助金を交付しました。

引き続き、高齢者の生きがいづくり
や社会参加促進を図るため、（一
社）秋田市シルバー人材センターの
事業運営を支援してまいります。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

障がい者の社会参加と生活
圏の拡大を図るため「福祉
特別乗車証」の交付をし、ま
た、在宅重度身体障がい者
の通院時タクシー代の一部
を助成することにより、継続
して通院等の交通費軽減や
積極的な社会参加を図りま
す。

(障がい者）5-2-2 冬期間の
安全な移動手段の確保
(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤
屋外で移動が困難な障がい
者に対して、外出のための
支援を行うことにより、地域
での自立生活および社会参
加を支援します。

(障がい者）5-2-2 冬期間の
安全な移動手段の確保など
(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤
公共交通機関の状況等を勘
案しながらＮＰＯ等が実施す
る福祉有償運送により移動
制約者の交通手段を確保し
ます。

(障がい者）5-2-2 冬期間の
安全な移動手段の確保など

障
が
い
福
祉
課

障
が
い
福
祉
課

障がい者
への交通
費補助
(4-13-6)

平成２６年から２８年までは公共交
通機関の状況等を勘案しながら、Ｎ
ＰＯ法人が実施する福祉有償運送に
より、公共交通機関の利用が困難な
移動制約者の交通手段を確保しまし
た。現在ＮＰＯ法人がなくなったこ
とから事業は休止中でありますが、
新たなＮＰＯ法人が実施する場合、
福祉有償運送運営協議会を開催しま
す。

-

-

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ

福祉特別乗車証および通院時のタク
シー代金の補助の更新作業を適切な
時期に実施しました。また、手帳交
付時に事業の説明を行うことで対象
人数の拡大を図りました。平成３０
年度以降も年次更新を時期を逸する
ことなく行い、さらに多くの障がい
者の方に利用していただけるよう事
業の周知を徹底してまいります。

障がい者の自立した生活を促進する
ために移動が困難な障がい者の余暇
やスポーツ活動や買い物などの外出
の支援を行いました。平成３０年度
以降も引き続き支援を行い、地域に
おける自立した生活と社会参加の支
援を行います。

福祉有償
運送
(4-13-8)

移動支援
事業
(4-13-7)

障
が
い
福
祉
課

屋外で移動が困難な障がい者が、余
暇・スポーツ活動の参加や買い物な
どで外出するための支援を行うこと
で、地域における自立した生活と社
会参加を支援しました。（29年度利
用者数： 39 人、利用回数：延べ
735  回）

引き続き、屋外で移動が困難な障が
い者の外出に対して積極的な支援を
行うことで、障がい者が安心して地
域において自立した生活を送れるよ
う支援していきます。

実施なし 新たなＮＰＯ法人が実施する場合、
福祉有償運送運営協議会を開催しま
す。

手帳交付時に事業の説明を行い、周
知に努めました。また、年次更新時
期には秋田市広報および秋田市ＨＰ
で市民への周知を行いました。

引き続き、屋外での移動が困難な障
がい者の外出に対して積極的な支援
を行うことで、障がい者が地域で安
心した生活が送れるよう支援してい
きます。
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取組の方向
他計画の関連部門

前
回

 

評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

秋田市シルバー人材セン
ターの軽度生活援助員が、
ひとり暮らし高齢者などの日
常生活上の軽易な作業（外
出の付き添い、食材の買い
物、草取り、窓拭き、雪寄せ
など）を行い、自立生活を支
援します。

(エイジ）4-3 領域II 社会生
活基盤
市営住宅に入居している高
齢者や障がい者等には、引
き続き低層階への住み替え
入居に配慮します。また、高
齢者や障がい者の新規入
居希望にあたっては、入居
要件の緩和措置（収入基準
の緩和）、および優先入居
（同タイプの空き家が２戸以
上でた場合の当選確率が２
倍となる）を継続するととも
に、今後は、ひとり暮らし高
齢者や障がい者が申し込み
可能な住宅の拡充等を検討
していきます。

(子ども）5-2 子育てを支援
する生活環境の整備

Ｂ

広報やホームページ、地域包括支援
センターを通じで周知に努め、在宅
ひとり暮らし高齢者等の自立した生
活を支援しました。
平成30年度からは、雪寄せ作業のみ
を行う雪寄せ支援として実施しま
す。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

高齢者や障がい者からの低階層への
住替希望については、退去する方を
待たなくてはならないことから、住
替希望の申請から住替まで時間が係
る場合もありました。新規入居者へ
の緩和や優先入居については引続き
実施して行くこととします。

長
寿
福
祉
課

高齢者軽
度生活援
助事業
(4-13-9)

市営住宅
における
入居要件
の緩和
(4-13-10)

住
宅
整
備
課

平成２９年度は、市営住宅に入居し
ている高齢者や障がい者のうち、低
階層を希望する者に住替入居を行っ
たほか、高齢者や障がい者で市営住
宅に新規入居を希望する者には、入
居要件の緩和や優先入居を行いまし
た。
　
【平成２９年度実績】
　住替入居　　    ４件
　優先入居募集　８２件

平成３０年度の取組として、引続
き、市営住宅に入居している高齢者
や障がい者からの低階層への希望に
よる住替入居を実施するとともに新
規入居を希望する者には、入居要件
の緩和や優先入居を行うこととしま
す。

広報やホームページ、地域包括支援
センターを通じで周知に努め、在宅
ひとり暮らし高齢者等の自立した生
活を支援しました。

高齢者軽度生活援助事業について、
一般作業（外出の付き添い、食材の
買物、草取り、窓拭きなど）を平成
29年度で終了し、雪寄せ作業のみを
行う高齢者雪寄せ支援事業に変更し
て、実施します。
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他計画の関連部門

前
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評
価平成２６～３０年度の取組状況まとめ平成２９年度の取組状況 平成３０年度の取組予定取組

所
管

高齢者や障がい者が地域で
安心して自立生活を送ること
ができるよう、グループホー
ムや生活支援ハウス、サー
ビス付き高齢者向け住宅な
どの住環境の整備や住宅改
修の促進に努めます。

(高齢者）4-5-(1) 生活支援
サービスの提供、4-8-(1) 介
護給付の適正化

(障がい者）3-4-1 障害福祉
サービスの提供体制の整備

(エイジ）4-2 領域I 空間環境
基盤

-Ａ

（長寿福祉課）
生活支援ハウスの設備や利用状況を
把握し、入居希望者に適切な案内が
できるように努めました。

（障がい福祉課）
障がい者用グループホームとして計
１０か所を新規登録しました。うち1
か所については国庫補助である平成
２９年度社会福祉施設等施設整備費
国庫補助金を活用し、整備を行いま
した。平成３０年度以降も民間の整
備状況を見極めながら、効果的な施
設整備に努めていきます。

（介護保険課）
公募により選定されたグループホー
ム７施設が開設しました。

（住宅整備課）
事業者や市民への情報提供を進め、
平成２６年度から平成３０年度にか
けて、１１件のサービス付き高齢者
向け住宅の新規登録を行い、平成２
９年度末における登録数の合計は２
７件となっております。
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（長寿福祉課）
生活支援ハウスの設備や利用状況を
把握し、入居希望者に適切な案内が
できるように努めました。

（障がい福祉課）
平成29年度において障がい者用グ
ループホームの新規登録はありませ
んでしたが、平成29年度末現在で44
か所が登録されており、障がい者が
地域で安心して生活できる住まいづ
くりの推進に努めました。

（介護保険課）
グループホーム１施設（２ユニッ
ト）を平成30年度に開設する整備予
定事業者を公募により選定しまし
た。

（住宅整備課）
平成２９年度は、１件のサービス付
き高齢者向け住宅の新規登録を行っ
ており、当該年度末における登録数
の合計は２７件となっております。

（長寿福祉課）
生活支援ハウスの設備や利用状況を
把握し、入居希望者に適切な案内が
できるように努めます。

（障がい福祉課）
「第４期秋田市障がい者福祉計画」
に基づき、障がい者の地域生活を支
援する「地域生活支援拠点等」の整
備を図るため、短期入所併設型の障
がい者グループホームを１施設、平
成30年4月1日付けで新規登録を行い
ました。今後も入居を希望している
障がい者のニーズに沿ってグループ
ホームを整備していきます。

（介護保険課）
グループホーム（３ユニット）を平
成31年度に開設する整備予定事業者
を公募予定。

（住宅整備課）
住宅の整備を検討する事業者へ補助
制度や優遇措置等に関する情報提供
を行っていくとともに、市民に対し
ても、ニーズにあった住まいの選択
ができるよう情報提供を行っていき
ます。

39／39


